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1．問題の所在 

 

1）教員の労働環境 

 

 わが国における教員の労働環境は劣悪になっている．2016 年の文部科学省「教員勤務

実態調査（文部科学省，2016）」によると，中学校教諭の持ち帰りの仕事を含まない勤務時

間の平均値は，平日で 11 時間 32 分，土日で 3 時間 22 分であった．2006 年に行われた同じ

調査では，平日で 11 時間，土日で 1 時間 33 分であり，休日の勤務時間が特に増加してい

た．さらに，中学校教諭における 1 週間あたりの学内総勤務時間は 2006 年と比較して 5 時

間 14 分増加していることが明らかとなった．また，2018 年に OECD（経済協力開発機構）

が世界 48 か国の中学校教員を対象に実施した「国際教員指導環境調査（Teaching and Learning 

International Survey：TALIS）（国立教育政策研究所，2018）」によると，参加国の勤務時間の

平均は 38.3 時間であるが，日本は 48 か国中で最も長く 56.0 時間となっている．勤務時間

仕事時間の合計
指導（授業）に
使った時間

学校内外で個人
で行う授業の計
画や準備に使っ
た時間

学校内での同僚
との共同作業や
話し合いに使っ
た時間

生徒の課題の採
点や添削に使っ
た時間

生徒に対する教
育相談に使った
時間

日本 56.0時間 18.0時間(32.1%) 8.5時間(15.2%) 3.6時間(6.4%) 4.4時間(7.9%) 2.3時間(4.1%)

参加国平均 38.3時間 20.3時間(53%) 6.8時間(17.8%) 2.8時間(7.3%) 4.5時間(11.7%) 2.4時間(6.3%)

学校運営業務へ
の参画に使った
時間

一般的な事務業
務に使った時間

職能開発に使っ
た時間

保護者との連絡
や連携に使った
時間

課外活動（運
動・文化部活
動）に使った時
間

その他の業務に
使った時間

日本 2.9時間(5.2%) 5.6時間(10%) 0.6時間(1.1%) 1.2時間(2.1%) 7.5時間(13.4%) 2.8時間(5%)

参加国平均 1.6時間(4.2%) 2.7時間(7.0%) 2.0時間(5.2%) 1.6時間(4.2%) 1.9時間(5.0%) 2.1時間(5.5%)

表 序-1. TALIS（2018）の結果をもとに筆者が作成

注1　かっこ内は仕事時間に対する割合

注2　仕事時間の合計と授業時間以外に費やす時間の項目は質問紙の中で別々に回答しているため合計が一致しない
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の詳細は以下の通りである（表 序-1）． 

2013 年に世界 34 か国を対象に実施された「国際教員指導環境調査（TALIS）（文部科学

省，2013a）」においても，参加国の勤務時間の平均は 38.3 時間であるが，日本は最も勤務

時間が長く 53.9 時間となっていた．過去の調査結果と比較してみても，5 年間で改善の兆し

は見られず，むしろ諸外国よりも勤務時間が 10 時間以上も多い状態にある．「労働条件は，

労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充たすべきものでなければならない」（第

1 条）という原則のもと，1 日 8 時間，1 週間 40 時間を上限として労働基準法により規定さ

れている「法定労働時間」（第 32 条）を超える勤務時間となっているのが現状である． 

 さらに，鈴木（2007）によれば，教員は宿題のチェック，採点業務，生徒指導などを業

務と業務の間のすきま時間に行わなければ間に合わないほどの業務を抱えているため，学

校で勤務している間には 10 分程度しか休憩を取っていないことが明らかにされている．こ

のことから，上述したように教員の勤務時間の長さだけでなく，労働密度という点からも課

題があることが指摘されている（新谷，2012）． 

 

2）教員のメンタルヘルス 

 

 上述したような教員の労働環境の劣悪さから，教員におけるメンタルヘルスの悪化が

問題視されている．文部科学省が 2020 年に公立の小学校，中学校，義務教育学校，高等学

校，中等教育学校，特別支援学校における教職員を対象に行った「公立学校教職員の人事行

政状況調査（文部科学省，2020）」によると，2020 年度中に病気で休職した公立小・中・高
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等学校の教員は 7635 人であり，そのうち約 68％にあたる 5180 人がうつ病などの精神疾患

を理由に休職している．公立中学校では，1846 人の休職者のうち 1272 人が精神疾患のため

に休職をしている．2008 年度以降は，精神疾患による休職者が 5000 人前後で停滞している

が，2001 年度は 2503 人であったことから，最近は精神科医の医療への抵抗が減って，多く

の教員が医療を受ける傾向にあることを加味しても，2001 年度の調査と比較すると高水準

で推移していることは明らかである．また，2016 年の文部科学省が実施した「教員勤務実

態調査（文部科学省，2016）」において，中学校の教諭に対して精神心理的ストレス反応を

評価する尺度を用いて調査した結果，校長，副校長，教頭を除く一般教諭は高ストレス状態

にあることが示唆された． 

 上述してきた統計結果では，精神疾患の詳細は示されていないが，重度の精神疾患より

も職場の人間関係や職務内容の変化，多忙さなどのストレスと関係した適応障害，心身症，

うつ病，不安障害などが増加していることが示唆されている（佐野・蒲原，2013）．熟年層

以上の教員にとっては，新しい職階制の導入，事務作業におけるパソコンなどの IT 化など

もストレスの要因になっていることが指摘されている（佐野・蒲原，2013）． 

 

3）運動部活動顧問に関する諸問題 

 

 八尋ほか（2022a）は教員のメンタルヘルスを制度的な観点から検討する必要性を示し

ており，日本特有の制度である部活動に着目することを指摘している．わが国では，青少年

がスポーツをする場は学校の部活動が中心であり，その指導はほとんどが運動部活動顧問
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教員（以下，顧問教員）によって担われている．2016 年に文部科学省により実施された「教

員勤務実態調査」によると，中学校教員のうち，84.4％が部活動の顧問を担当しており，そ

の中の 77.5％が運動部活動を担当していた（文部科学省，2016）．また，2018 年にスポーツ

庁により実施された「平成 29 年度全国体力・運動能力，運動習慣等調査結果（スポーツ庁，

2018a）」によると，全国の 88.4％の中学校で，すべての教員が顧問に就く制度をとっていた．

以上のように，多くの教員が部活動の指導を行い，部活動を成立させている． 

 一方，顧問教員の労働環境は劣悪になっているのが現状である．上述した 2018 年に実

施された「国際教員指導環境調査（TALIS）（文部科学省，2018）」によると，日本は 48 か

国中で最も部活動に費やす時間が長いことを示している．課外活動（スポーツや文化活動）

の指導に使った週あたりの時間が，参加国平均が 1.9 時間に対して，日本は 7.5 時間であり，

他の仕事時間と比較しても最も他国との差が大きいことが伺える（表 序-1）．また，2016 年

の文部科学省「教員勤務実態調査（文部科学省，2016）」によると，中学校教員が部活動に

費やした時間は平日で 41 分，土日で 2 時間 9 分であったのに対して，2006 年に行われた調

査（文部科学省，2006）では，平日で 34 分，土日で 1 時間 6 分であったことから，中学校

教員が部活動に費やす時間が増加していることが明らかである．さらに，スポーツ庁によれ

ば（スポーツ庁，2018b），中学校の運動部活動 1 週間の活動時間は，平日で 2 時間程度，休

日で 3 時間前後となっている．休養日については，1 週間に休養日を設けていない中学校の

割合は 22.4％，1 か月間に土日に休養日を設けていない中学校の割合は 42.6％であり，運動

部活動を担当している顧問教員は休養が取れていないことが窺える．  

顧問教員のメンタルヘルスについて，日本体育協会が 2014 年に調査した「学校運動部活
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動指導者の実態に関する調査報告書」によると，運動部活動の顧問教員のうち，自身に競技

経験がない部活動を担当している教員は中学校で 52.1％，高等学校で 44.9％であった．さら

に，競技経験のない部活動を担当している教員は最も課題に感じている項目に「自身の専門

的指導力の不足」を挙げる者が最も多く，自身の専門的指導力不足は心理的負担に繋がるこ

とが示されている（安藤，2018）．また，内田ほか（2018）は全国の公立中学校に勤務する

教職員 8112 名を対象に部活動に対する教員の意識を調査している．その結果，「部活動の顧

問をストレスに感じる」という質問項目に対し，半数以上の約 62％の教員が「あてはまる」

と示している．以上のことから教員にとって，部活動の顧問を担当することは，メンタルヘ

ルスを悪化させている原因の一つだということがわかる． 

 

4）教員における諸問題に対するわが国の対策 

 

 教員の労働環境について，2017 年，中央教育審議会に「新しい時代の教育に向けた持

続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方

策について」が諮問され，教員の長時間労働をめぐる問題が教育政策上の重要課題として取

り組まれることとなった（文部科学省，2017）． 

 また，教員のメンタルヘルスについて，文部科学省（2013b）により報告された「教職

員のメンタルヘルス対策検討会議の最終まとめについて」によると，職場内の教職員同士の

普段からの相談のしやすさ，日頃のコミュニケーション，教職員同士で協力しあって仕事を

する雰囲気の醸成は，メンタルヘルス対策の予防的な取組としても，精神疾患により休職者
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が復職する際の対応としても必要であることが指摘されている．また，同報告書（文部科学

省，2013b）では，メンタルヘルス改善のためにセルフケアの促進，業務の縮減・効率化，

相談体制の充実などに取り組む必要性を述べている． 

 部活動の運営について，2018 年にスポーツ庁によって「運動部活動の在り方に関する

総合的なガイドライン（スポーツ庁，2018b）」によると，学期中は週当たり 2 日以上の休養

日を設けることや，活動時間の設定などに言及し，顧問教員の負担が過度にならないように

することを明記している． 

 以上のように国は様々な調査を行い，労働時間などを数値化し，その結果をもとに施策

を実施しているものの，現場の現状はほとんど改善されていないようである．このような状

況が続く原因として，内田ほか（2018）は，国が実施した調査結果は教員の勤務実態を客観

的に把握しようとするものであり，教員自身が教育活動や部活動の指導に対してどのよう

な意識を持っているかがほとんど明らかにされていないことを指摘している．したがって，

解決策として，そのような意識を見える化することの必要性が示唆されている（内田ほか，

2018）． 

 以上のことから，部活動，特に運動部活動の顧問教員は，勤務時間の長さや，自身に競

技経験のない部活動を指導している現状から，肉体的・精神的に負担を抱えながら部活動を

指導していることが明らかになった．このことから，顧問教員の運動部活動をめぐる負担問

題について検討することは意義のあることだといえる． 
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2．先行研究の展望 

 

1）教員のメンタルヘルスに関する研究 

 

 上述したように，教員の負担問題に着目する必要性が示された．しかし，これまでの研

究の多くは教員に着目したものがほとんどである．そこで，教員のメンタルヘルスを規定す

る要因に着目した研究について述べる． 

 

（1）ストレスに関する研究 

メンタルヘルスのひとつとして，教員のストレスについて注目されている．教員のストレ

スは「教員の仕事上で起こりうる自身の不愉快な情動」と定義されている（Kyriacou & 

Sutcliffe, 1987）．教員のストレスは，教員の健康だけでなく，生徒の心理面にも影響を及ぼ

し，人間関係を悪化させる可能性（斉藤，2004）や，ストレスによって教員がとった不適切

な態度や行動が生徒のストレスや問題行動を導くという悪循環を起こす可能性（伊藤，2007）

が指摘されていることから教員のストレスを規定する要因についての検討が進められてい

る．教員のストレスを規定する要因は内的要因と外的要因が挙げられる．内的な要因として

は個人属性や性格特性があり，それらが教員のストレスを規定するのかについて検討がさ

れている．例えば，個人属性のひとつである年齢に関してみると，後藤・田中（2001）は，

女性教員のストレスの特徴を検討した結果，小学校教員においては年代が上がるにつれて

ストレス度は高くなり，中学校教員においては，20 代 30 代と高くなり 40 代になると低下
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するといった年齢とストレスの関連を示した．そのほかにも，性別・年齢・教職経験年数な

どのような個人の属性（秦，1991）や，教員個人の教育観（伊藤，1995）や，職務意識（岡

東・鈴木，1990）と教員のストレスとの関連性が認められている． 

 外的要因としては，教員のストレスのうち 9 割以上は職場内におけるもの（中島・土

井，1996）という報告や，生徒との関係上発生するストレスが教員の心身の不健康の大部分

を占めている（高木，2003）といった指摘がされている．竹田ほか（2010）は教員のストレ

ッサーを検討した結果，「児童・生徒」「保護者」「同僚」「教育行政」を挙げる教員が多いこ

とが示された．また，保護者との教育に関する考え方のずれを認知している教員は，ストレ

スが大きいことが明らかにされた（照井・増田，1999）．さらに，相川（1997）は，教員の

ストレスの原因として，休息する場所がないといった施設・設備の不備などの職場環境を挙

げていた． 

 

（2）バーンアウトに関する研究 

 教員のような対人援助職を対象としてストレスの程度を検討する場合，対人援助職に

特有の職業的ストレス反応とされるバーンアウトに焦点が当てられている（森，2007）．ま

た，精神疾患が原因により，休職する教員が増加していることからもバーンアウトに着目し

た研究が行われている（新井，2002；森，2007）．バーンアウトは燃え尽き症候群とも言わ

れており，ストレスによる日常業務で疲れ果て，燃えついた状態と定義されている

（Freudenberger, 1974）．教員におけるバーンアウトについて，新井（2002）は「教師が理想

を抱き真面目に仕事に専心する中で，学校のさまざまなストレスにさらされた結果，自分で



10 

 

も気づかぬうちに消耗し極度の疲弊をきたすにいたった状態」と定義している．教員のバー

ンアウト率は，他職種の 2～3 倍高いとされている看護師のバーンアウト率より，さらに高

いことが報告されている（宗像・椎谷，1986）． 

教員におけるバーンアウトの研究は多岐にわたっており，バーンアウトが行動や心情に

与える影響に関する研究，バーンアウトを規定する要因に着目した研究，バーンアウトを防

ぐ要因を検討した研究などが挙げられる．バーンアウトが行動や心情に与える影響に関す

る研究では，強い自己嫌悪や無力感に陥り，人への思いやりを捨ててしまうため，生徒への

関わりが機械的で表面的なものとなり，皮肉な対応になってしまうことがあるとされてい

る（新井，2002）．また，鈴木（1992）は，バーンアウト傾向にある教員ほど管理職や同僚

との人間関係が悪化していることを明らかにした． 

バーンアウトを規定する要因に関する研究では，個人差要因と状況的要因が掲示されて

きた．個人差要因として，自己関与の高い人（Fredenberger, 1974）や理想主義的情熱を持っ

ている者（Bramhall & Ezell, 1981）はバーンアウトしやすい性格特徴として示されている．

また，小学校・中学校・高等学校の間に違いは見られなかったものの，男性に比べ，女性は

バーンアウト度が高いことを示した（大阪教育文化センター教師の多忙化調査研究会，

1996）．一方，状況的要因としては，友田・木島（2007）は，高校教員を対象に，どのよう

な出来事に対してストレスを感じているかを検証し，その後，ストレスがバーンアウトに与

える影響を検討した．その結果，「自分の意に反すること」に関する出来事を経験した教員

はストレスを感じやすく，このようなストレス度が高いとバーンアウトが発生しやすいこ

とを明らかにしている．また，貝川・鈴木（2006）は，学校組織特性である「協働性」や「職
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務満足」がバーンアウトに影響を与えていることを示した．さらに，高木・田中（2003）は，

共分散構造分析を用いて，教員のバーンアウトモデルの検討を行った結果，バーンアウトに

直接影響を及ぼしているのは職務自体のストレッサーであり，同僚との関係などの職場環

境のストレッサーは間接的な影響を及ぼすのにとどまっていたことを明らかにした．  

バーンアウトを予防する要因を検討した研究について，貝川（2009）はソーシャルサポー

トに着目し，バーンアウトとの関連を検討した結果，困難を抱える人を励ましたり，共感し

たり，的確に評価したり，自尊心を支えたりするような支援である情緒的サポートを得るこ

とで，バーンアウトを緩和できるが，金銭的，物質的な援助をしたり，情報提供やアドバイ

スをしたりするような直接的な支援である道具的サポートは影響しないことを明らかにし

た．加えて，職場の同僚からの援助を受けることが，バーンアウト対策のための方略として

有効であることが報告されている（中川ほか，2000）．また，中学校教員においては，管理

職からのソーシャルサポートがバーンアウト傾向の軽減に有効という結果が得られた（宮

下，2008）． 

 

（3）顧問教員のメンタルヘルスに関する研究 

顧問教員のメンタルヘルス研究について，渋倉（2013）は，高等学校の顧問教員の悩みや

負担の実績を定性的に明らかにしており，具体的には「部員」「活動環境」「指導力」「時間

的負担」「金銭的負担」「体力的負担」「制度の不整備」「顧問間の人間関係」の 8 カテゴリー

を顧問教員の悩みや負担として分類した．また，古川ほか（2016）は顧問教員のストレッサ

ー尺度を作成するために，ストレッサーを明らかにした結果，「部活動の時間的負担」「部員
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との意思疎通困難」「保護者の批判的態度」「他の指導者との人間関係の悪さ」「指導時間の

不足」「活動意欲の低い部員」「学校内雰囲気との相違」の 7 因子が抽出されたことを明らか

にした．以上のように，運動部活動を担当する顧問教員のストレッサーは明らかにされてい

るが，顧問教員の部活動に対する態度等の心理的変数について検討する必要が指摘されて

おり（古川ほか，2016），心理的変数を規定要因として検討する必要があるといえる． 

久冨（1998）は，かつて，教員は生徒のためには苦労をいとわない「献身的教師像」を追

い求め，その忙しさの中で教員としての職業的アイデンティティを見出していたが，近年は，

「献身的教師像」が生徒や保護者と共有されず，生徒のために働いている実感を得ることが

困難であるために，教員としての職業的アイデンティティを満たすことができなくなって

いると指摘している．そして，職業的アイデンティティを見出せないことが，疲労の蓄積か

ら疲弊へ，疲弊から燃え尽きへと追い詰められることが報告されている（久冨，1998）．ま

た，八尋（2021）は，部活動の指導者としてのアイデンティティが形成されていない教員は

抑うつ傾向にあることが明らかにされている．このように，教員の中でも特に負担の大きい

顧問教員のメンタルヘルスを説明する要因として，職業的アイデンティティに着目するこ

とが有用であるといえる．そこで次に，職業的アイデンティティに関する先行研究を概観し

ていく． 

 

2）職業的アイデンティティに関する研究 

 

アイデンティティは「幼児期以来形成されてきた様々な同一化や自己像が，青年期に取捨
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選択され再構成されることによって成立する，斉一性・連続性を持った自我の確立の状態

（Erikson, 1963）」と定義されている．しかし，Erikson（1959）は，アイデンティティの形成

は青年期に終了するものではなく，それは生涯にわたって発達するものであるとしており，

職業などの基本的な人生への関与の諸側面はアイデンティティ形成のひとつの重要な指標

になるとされている（Erikson, 1968）．以上のことから，職業人としての自己の捉え方である

職業的アイデンティティが注目され，様々な職業を対象に研究が進められている（児玉・深

田，2005a；関根・奥山，2006；根岸ほか，2010）．職業的アイデンティティは「自分にとっ

て仕事とは何か，社会の中で仕事を通じて自分はどのようであるか，どうありたいかなど主

観的意識や感覚，あるいは職業を通しての自分らしさの確かめ，自分らしさを生かし育てて

いく職業的姿勢（松下・木村，1997）」と定義されている．また，児玉・深田（2005b）は，

「職業人としての自分が独自で一貫しているという感覚，すなわち職業領域における自分

らしさの感覚」と定義している．これらをまとめると，職業的アイデンティティは「自らの

仕事の中における自分らしさ」と定義できる． 

 

（1）職業的アイデンティティ尺度に関する研究 

 以上のように定義されている職業的アイデンティティを評価するための方法として，

職業的アイデンティティ尺度の開発が進められている． 

教員の職業的アイデンティティ尺度については，松井・柴田（2008）は，看護師を教師，

患者を生徒に変換し，教員の職業的アイデンティティ尺度を作成した．この尺度は，藤井ほ

か（2002）が作成した医療系学生用職業的アイデンティティ尺度をもとに，本田・落合（2006）



14 

 

が修正したものである．渡邉ほか（2010）は石田ほか（2003）が作成した看護教員職業的ア

イデンティティ尺度を参考に修正し，家庭科教師用職業的アイデンティティ尺度を作成し

た．その作成した尺度を用いて，関連要因の検討を行った結果，職業生活に対して，不満や

負担を感じていないことと職業アイデンティティ尺度得点の高さとの間に関連が認められ

ことや，夫婦間でのコミュニケーションが職業的アイデンティティにおいて重要であるこ

とを明らかにしている． 

一方，上述したように，今日のわが国における教員のほとんどは正課教育内での教育者と

いう役割だけでなく，部活動の顧問という役割を担っており，正課教育内における教育活動

のみに着目した尺度項目では教員の職業的アイデンティティは捉えることができないと考

えられる．したがって，課外活動である部活動の指導者としてのアイデンティティを視野に

入れる必要がある．すなわち，顧問教員であれば，正課教育内での教育者としてのアイデン

ティティと部活動の指導者としてのアイデンティティの二側面があり，様々な状況に応じ

て，自己のあり方が行動や考え方に関連する可能性がある．しかし，わが国において職業的

アイデンティティ尺度の開発や，それに関する研究が行われているものの，顧問教員として

のアイデンティティを測定することができる尺度は開発されていない．また，顧問教員のよ

うに二側面の役割を測定することができる職業的アイデンティティ尺度は管見の限り見受

けられないことから，正課教育内での教育者としてのアイデンティティと運動部活動の指

導者としてのアイデンティティの二側面を測定することができる尺度を作成する必要性が

ある．  
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（2） 教員における職業的アイデンティティの研究 

教員の研究において，教員の職業的アイデンティティ，つまり教職アイデンティティが着

目されている（中村，2015）．教職アイデンティティは「自らがどのような教員であるかと

いう自己意識が，教授方法や教育現場の変化への反応など，教員の意識や行為を条件付ける

もの（Beijaard et al., 2004）」と定義されている．その研究内容は多岐にわたっており，松井・

柴田（2008）は，教職アイデンティティと進路決定プロセスの関連性の検討を行った結果，

教員以外に他の就職先に希望があった教員やなりゆきで教員の仕事に就いた教員と比較し

て，肯定的に教員の仕事に就いた教員は強く教職アイデンティティを形成していることを

示している．また，山田・長谷川（2010）は教員の仕事は外部からは理解し難いため，内部

者である同僚の教員からの評価や承認が教職アイデンティティに関連していることを明ら

かにした．村山（1994）は，教職アイデンティティを強く形成している者は職業的方向づけ

および，職業発達や成熟度が高いことを示している．さらに，久冨（2008）は教師の専門的

力量の発揮には，教職アイデンティティが関連しているとしている． 

以上のように，職業的アイデンティティは教員を対象として，専門職化や職業的発達など

と関連があることが明らかにされている．また，職業上でのメンタルヘルスを検討する際に

おいても，職業的アイデンティティを援用した検討がされている． 

 

（3）職業的アイデンティティとメンタルヘルスに関する研究 

教員を対象とした研究では，教員の職務構造の問題，同僚との関係，教員や学校の文化な

どの要因に加えて，近年の教員は行政上の仕事が多く，生徒とのかかわりが少なくなってき
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ている傾向が教員としてのアイデンティティを揺るがし，職務継続の熱意を減退させてい

ると指摘されている（落合，2003）．また，溝口・辻河（2009）は休職した教師を対象に，

休職する前から復帰までの時間の流れと職業的アイデンティティの関連性を検討した結果，

休職を決意した瞬間は職業的アイデンティティを形成しておらず，休職後期から復職にか

けて，変動しながらも教師としての職業的アイデンティティの再生を果たしていることを

示した．さらに，教員としての職業的アイデンティティを形成・確立する中で，それまでの

教育観で対処できない事態や，生徒や同僚との関係がうまくいかなくなる事態を経験する

ことで，アイデンティティの「危機」を起こし，その「危機」が時にストレスやバーンアウ

トに繋がることが指摘されている（川原，2003）． 

 以上のように，専門職である教員のメンタルヘルスを検討する際に職業的アイデンテ

ィティを用いることは有効であると示唆される．しかし，上述したように，中学校教員のう

ち，84.4％が部活動の顧問を担当しており，その中の 77.5％が運動部活動を担当していた（文

部科学省，2016）ことから，「教員」の側面だけではなく，「部活動の指導者」という側面の

職業的アイデンティティにも着目して検討する必要があると考えられる．このことから，効

果的な改善策が掲示されていない顧問教員の労働環境やメンタルヘルスに関する諸問題の

解決策を検討する上で，教員と部活動の指導者といった二側面の職業的アイデンティティ

に着目した検討が有用であろう．また，上述したように，職業的アイデンティティの形成を

することで，メンタルヘルスを良好にすることが示されているため，職業的アイデンティテ

ィを形成する要因について検討する必要があるといえる． 
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3）職業的アイデンティティの形成要因 

 

 職業的アイデンティティを形成する要因として，これまで様々な視点から研究が行わ

れてきた．その中でも特に，アイデンティティは，社会的・心理的な関係性の中で形成され

るものである（Erikson, 1959）ことから，社会的・心理的要因に注目した研究が数多く見受

けられる． 

 

（1）職業的アイデンティティ形成に関する社会的要因 

職業的アイデンティティの形成要因を検討する際に，ソーシャルサポートが注目されて

いる．ソーシャルサポートは，「個人を取り巻くさまざまな他者や集団から提供される心理

的・実体的な援助（久田，1987）」，また，「持続的な対人関係のなかで受け手の安寧を意図

しておこなわれる，あるいは受け手がそのように認知しうる支持的・援助的な行動（福岡ほ

か，1998）」と定義している．南ほか（1991）は，「個人が他者から得る様々な形の援助や支

持，あるいはそれらが得られる可能性を一般に指す概念」と定義している．これらをまとめ

ると，ソーシャルサポートは「個人が周囲の他者から得る支持や援助」と定義することがで

きる． 

ソーシャルサポートの機能的側面について，Schaefer et al.（1981）は，道具的サポート，

情報的サポート，情緒的サポートの 3 つに分類している．道具的サポートは，仕事を手伝

ってくれたり，金銭的・物質的援助をしてくれたり，必要なサービスを提供してくれること

を指し，情報的サポートは，問題になっていることを理解してくれたり，アドバイスをくれ
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ることを指し，情緒的サポートは，信頼，共感，愛などが与えられることを指す（和田，1989）． 

教員を対象とした先行研究では，養護教員を対象として，職業的アイデンティティと形成

要因について検討した研究では，職場におけるソーシャルサポートを受けることで職業的

アイデンティティを形成することが示された（波多・笠巻，2019）． 

また，ソーシャルサポートについて，実際の対人場面においては，個人はサポートの受け

手であると同時にその送り手でもある（福岡，1997）ことが指摘されている．磯谷・岡林

（2012）は，ソーシャルサポートの授受とアイデンティティの関連を検討した結果，ソーシ

ャルサポートを受領するだけでなく，提供している者は，アイデンティティを確立している

ことが，対象が大学生であるものの，明らかにされている．一方，職業的アイデンティティ

の分野では，ソーシャルサポートの受領に着目した研究はされているものの，ソーシャルサ

ポートの提供に着目した研究はほとんど行われていない．特に学校組織では，職場内の教職

員同士の普段からの相談のしやすさ，日頃のコミュニケーション，教職員同士で協力しあっ

て仕事をすることが必要であると指摘されており（文部科学省，2013b），ソーシャルサポー

トの受領・提供が教員の心情や行動に影響を与えている可能性が考えられる．これまで，ソ

ーシャルサポートを受領することを重視していたが，ソーシャルサポートの提供に着目し

検討することで，新たな知見を得ることができるであろう． 

 

 

（2）職業的アイデンティティ形成に関する心理的要因 

教員を対象とした研究において，教員としての理想像を持ち自尊感情を維持することが
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職業的アイデンティティの形成に繋がることが報告されている（安藤，2002）．また．吉津・

乾原（2001）は，小学校の教員を対象とした調査において，職業的適合感が職業的アイデン

ティティの形成に影響を与えることを明らかにした．さらに，養護教員を対象に検討した波

多・笠巻（2019）は，養護教員自身が独自の役割や，求められている役割の遂行により，仕

事の達成感，承認，能力向上，自己成長などを実感し，養護教員の職務に充実感・満足感を

感じることが職業的アイデンティティ形成につながると示している． 

 前田（2009）は，職業的アイデンティティを形成するためには，学ぼうとする意欲や達

成動機が必要であると指摘しており，岩佐ほか（2019）は，教職を目指す大学生を対象に調

査を行い，理想の教師像という目標を志向すること（目標志向性）は，職業的アイデンティ

ティの形成に関連することを報告している． 

 以上のように，職業的アイデンティティの形成に影響を与えている心理的要因として，

職務に対する満足感などの肯定的充実感や，自尊感情あるいは，自己効力感はこれまで多く

検討が行われ，形成要因となることは実証されている．しかし，達成動機や目標志向性につ

いては，職業的アイデンティティを形成するために必要性は指摘されているものの，達成す

るためにどのような動機を持つことが重要か，あるいは教員を対象として目標を達成する

ためにどのような志向性が必要かは明らかにされていない．したがって，顧問教員として働

くうえでの達成動機や目標志向性に着目し，検討することが必要であると考えられる． 

一般的な労働者の達成動機や目標志向性を同時に測定することができる要因として，ワ

ークモチベーションが注目されている．ワークモチベーションは「与えられた職務を精力的

に遂行する，あるいは目標を達成するために頑張り続けるなど，組織の成員が何かに向けて
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行動しているダイナミックな状態（Mitchell, 1997）」，あるいは「目標に向けて行動を方向づ

け，活性化し，そして維持する心理的プロセス（Pinder, 2008）」と定義されている．これら

をまとめると，ワークモチベーションは「職務や目標達成に対しての行動を活性化し，維持

する心理的プロセス」と定義することができる．これまで，ワークモチベーションと職務満

足の間には一定程度の関係性があることが示されている（Tiiu，2009）．また，教員を対象と

した研究では，男女差はあるものの，ワークモチベーションと職務満足は関連があることが

明らかにされている（Mertler, C. A., 2002）．さらに，磯野ほか（2008）は，ワークモチベー

ションが休息の希求度，バーンアウト，ならびに抑うつと関連していることを示している．

以上のような要因と関連性が示されているワークモチベーションを援用し，顧問教員の職

業的アイデンティティの形成要因として検討することで，目標を達成するためにどのよう

な動機を持つことが重要か，あるいは目標を達成するためにどのような意味づけが必要か

ということを明らかにすることができると考えられる． 

 

4）先行研究のまとめ 

 

 わが国における中学校の教員の多くは顧問教員として，過酷な労働環境の中で勤務し

ており，メンタルヘルスの悪化が原因で休職する教員が増加していることが問題視されて

いることから，教員のような対人援助職に特有の職業的ストレス反応とされるバーンアウ

ト研究が進められている．バーンアウトとの関連要因を検討した研究は，教員が健康的に勤

務することを考えるうえで意義のあるものであった． 



21 

 

 バーンアウトとの関連要因を検討した研究の中において，職業的アイデンティティに

着目されている．職業的アイデンティティを形成することで，バーンアウトに陥る可能性を

軽減できると示されているが，教員を対象とした研究では，教員としての職業的アイデンテ

ィティのみに着目したものであり，運動部活動の指導者としてのアイデンティティを含め

た検討はされていないため，顧問教員のバーンアウトを本質的に捉えるために，二側面のア

イデンティティとバーンアウトとの関連を検討する必要がある． 

 先行研究では，職業的アイデンティティを形成する要因は様々であるとされているが，

その中でも社会的要因と心理的要因の側面から検討されている．社会的要因として，同じ職

場で働く同僚との間のソーシャルサポートの受領・提供が職業的アイデンティティの形成

に影響を与えていることが明らかにされている．また，心理的要因として，自らの職業に対

する達成動機や目標志向性が必要であることが指摘されている．しかし，心理的要因におい

て，どのような動機や志向性が必要かは明らかにされていない．さらに，上述した研究は，

教員を対象としたものが主流であり，運動部活動をめぐる様々な負担を抱える顧問教員を

対象とした研究はほとんど行われておらず，検討する必要が残されている． 

 以上のことから，バーンアウトを規定する職業的アイデンティティを援用し，検討を実

施する．また，職業的アイデンティティを形成する社会的要因と心理的要因との関係を検証

することで，教員のメンタルヘルスが悪化していることに関する理解を深めることに繋が

ると考えられる． 

 ここに，本研究の重要な研究課題が設定できる． 
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3．本研究の目的 

 

1）研究の目的 

 

 心理学分野において，人々の心理過程や行動に関する認知などの可視化しにくい内部

状態を評価するための手法として尺度が存在する（平田，2008）．尺度は，人々の心理状

態や感情，または行動認知などを心理量として数値化し，評価する際に用いられる有効な

手段であり，多くの研究で援用されている．本研究においても，顧問教員の二側面のアイ

デンティティを測定するために尺度を援用するが，心理量を数値化する際には，使用する

尺度の測定項目が適当であるか，あるいは，尺度の有用性は保証されているのかなどの水

準に留意する必要がある．すなわち，尺度には，信頼性と妥当性が必要である．信頼性と

は，測定したデータが信頼に足るものか否かを示すもので，妥当性とは，用いる尺度が所

定の心理量を測れているのか，目的に適しているのかを示すものである（平田，2008）．

本研究において，顧問教員の二側面のアイデンティティを測定するための評価方法を確立

するため，信頼性・妥当性を十分に有する評価尺度の作成および，検証を行うことを第一

の目的とした． 

 評価尺度の確立後，近年問題視されている教員のメンタルヘルス，特に，精神疾患が

原因の休職者が増加していることからバーンアウトに着目し，顧問教員の二側面のアイデ

ンティティとバーンアウトの関連性を明らかにすることを第二の目的とする． 

 さらに，教員としてのアイデンティティと運動部活動の指導者としてのアイデンティ
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ティを形成する要因として，社会的要因である職場でのソーシャルサポートの受領・提

供，心理的要因であるワークモチベーションを援用し，どの要因がアイデンティティのい

ずれの側面を効果的に関連しているかを明らかにすることを第三の目的とする． 

 すなわち，本研究では，顧問教員の教員としてのアイデンティティおよび運動部活動

の指導者としてのアイデンティティとバーンアウトの関連性を示し，また，顧問教員の二

側面のアイデンティティを形成するためには，どのようなサポートの受領・提供が関連す

るのか，あるいは，どのような動機や目標志向性が関連するのかなど，学校運営者や教育

委員会などにとって有益となり得る情報の掲示を目指す．そのため，以下の検討を実施す

る． 

 

 第一に，本研究で援用する顧問教員の二側面のアイデンティティ，すなわち教員とし

てのアイデンティティ，運動部活動の指導者としてのアイデンティティを測定するための

評価尺度を作成するため，これまでの先行研究での検討事項を考慮しながら，その評価方

法を確立する．評価尺度に関しては，心理学の尺度作成法に則り信頼性・妥当性の検証を

実施する． 

 

 第二に，わが国の顧問教員を対象に，作成した評価尺度を用い調査を実施し，顧問教

員の二側面のアイデンティティとバーンアウトとの関連性を検討し，どちらのアイデンテ

ィティがよりバーンアウトと関連しているかを検討する． 
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 第三に，顧問教員の二側面のアイデンティティを形成する要因として，職場における

ソーシャルサポートの受領・提供といった社会的要因，ワークモチベーションといった心

理的要因を採用し，関連を検討する．それらのどの要因が，二側面のアイデンティティを

効果的に形成するかを明らかにする． 

 

2）研究仮説 

  

 本研究の基本仮説は，以下のとおりである． 

 中学校で運動部活動を担当する顧問教員は，①所属する学校において同僚から生起す

るソーシャルサポートの受領，同僚に対するソーシャルサポートの提供，あるいは，達成

動機や目標志向性を高く持つことで，顧問教員の教員としてのアイデンティティおよび運

動部活動の指導者としてのアイデンティティに関連すること，②二側面のアイデンティテ

ィを形成することで，バーンアウトを予防できることを基本仮説とする． 

 また，それに伴う下位仮説は以下のとおりである． 

 

 仮説 1：中学校において，教員としてのアイデンティティ，運動部活動の指導者とし

てのアイデンティティの 2 つのアイデンティティを形成している顧問教員は，バーンアウ

トに陥っていない． 

 

 仮説 2：中学校における顧問教員は，自らが所属する学校において同僚から生起する
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ソーシャルサポートの受領や同僚に対するソーシャルサポートの提供により，顧問教員の

二側面のアイデンティティを形成する傾向がある． 

 

 仮説 3：中学校における顧問教員は，自らが顧問教員として働くうえでの達成動機や

目標志向性を高く持つことにより，顧問教員の二側面のアイデンティティを形成する傾向

がある． 

 

3）研究方法 

 

 はじめに，本研究で着目する顧問教員の二側面のアイデンティティを測定するための

信頼性・妥当性の確認された心理評価尺度を理論的背景に基づき作成する．作成した評価

尺度を援用し，調査を実施する．具体的には，顧問教員がバーンアウトすることを防ぐた

めに，顧問教員の二側面のアイデンティティおよびバーンアウトを測定する．また，二側

面のアイデンティティを形成する要因を検討するために，職場におけるソーシャルサポー

トの受領・提供，ワークモチベーションを測定する．  

 

4）論文構成 

  

 本研究の目的を達成するために，論文は以下のとおりに構成される． 
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 序章では，わが国における教員の労働環境やメンタルヘルスの現状から，メンタルヘ

ルスに関連する先行研究，および，本研究で援用する要因に関する先行研究を概観した． 

 

 第 1 章研究 1 では，顧問教員の二側面のアイデンティティを測定する評価方法を確立

する．職業的アイデンティティの尺度作成に関する先行研究を基に，運動部活動の顧問教

員アイデンティティ尺度を作成し，その信頼性と妥当性を検討する．また，過去の競技経

験の有無や担当科目などの基本的属性との関連について検討する． 

 

第 1 章研究 2 では，本研究で作成した評価尺度を用い，二側面のアイデンティティとバ

ーンアウトの関連について検討を行う．どちらのアイデンティティがバーンアウトと関連

しているかを検討する． 

 

第 2 章では，二側面のアイデンティティを形成する要因について検討を行う．職業的ア

イデンティティの形成要因に関する先行研究において，社会的要因と心理的要因に注目さ

れている．したがって，研究 1 では，社会的要因として職場におけるソーシャルサポート

の受領・提供，研究 2 では，心理的要因としてワークモチベーションを採用し，二側面の

アイデンティティとの関係について検討する．研究 3 では，職場内におけるソーシャルサ

ポートとワークモチベーションをまとめて，運動部活動顧問教員アイデンティティとの関

連性について検討する． 
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最後に，総括を行う．本研究で得られた結果を整理し，それに基づいて総合的考察を実

施し，今後の研究の展望について述べる． 

 

 以上のことから，本論文のフローチャートは図に示すとおりになる（図序-2）． 

 

5）用語の定義 

  

 本研究で使用する用語の定義を以下のように行った． 

 

中学校： 

本研究における「中学校」は公立中学校に限定する． 

 

教員： 

 本研究における「教員」とは，中学校に勤務する教員であり，常勤講師，非常勤講師

のどちらも含む． 

顧問教員： 

 顧問教員とは，中学校・高等学校における部活動の指導・管理運営の担当者（西島ほ

か，2007）を指すものである．本研究の対象者が，中学校における顧問教員であることを

踏まえ，本研究での顧問教員とは，中学校に限定した担当者を意味する．また，副顧問は

含み，外部指導員は含まないこととした． 
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 なお，高等学校はスポーツ推薦などを積極的に行い，強化指定部を設け，部活動の指

導に重きを置いた顧問教員が配置されることがあり，顧問教員の意識にばらつきが生じる

ことが考えられるため，本研究では中学校における顧問教員に限定した．加えて，公立中

学校はスポーツ推薦で入学することがなく，基本的に一般的な教員が運動部活動を担当し

ていることが推察されるため，本研究では，公立中学校の顧問教員に着目した． 

 

運動部活動： 

「運動」の一般的な定義は，「歩く」「走る」「跳ぶ」などの人間の身体活動のこと（木

庭，2006）を指している．「運動部活動」はそのような身体活動を主として実施している

活動という意味で使用する． 

 

正課教育： 

 「正課」は，学校などで，修めるべき正規の課業と表現されている（新村，2018）こ

とから，「正課教育」は一般的な授業や実習を意味する． 
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第 1 章  

運動部活動顧問教員 

アイデンティティ尺度の確立 
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研究 1 

運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度の確立 

 

1．目的 

 

第 1 章では，顧問教員の，正課教育内での教育者としてのアイデンティティと運動部活動

の指導者としてのアイデンティティの二側面を測定するための運動部活動顧問教員アイデ

ンティティ尺度を作成することを第一の目的とした．また，顧問教員の過去の競技経験や担

当科目などの属性によって，アイデンティティに認知の程度に違いが生じることが考えら

れるため，作成した運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度を用い，属性によるアイデン

ティティの程度の違いを明らかにすることを第二の目的とした． 
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2．方法 

 

1）調査対象者 

 

調査対象者は九州地区に所在する公立中学（30 校）において運動部活動を担当する教員

500 名である．  

調査対象者において無回答および回答に不備のある者を除く 328 名（有効回答率 65.6％）

（男性：225 名，女性：103 名，平均年齢 38.08±11.62 歳）を分析対象とした．対象者の担

当科目の内訳は保健体育（67 名），数学（63 名），社会科（49 名），理科（47 名），英語（39

名），国語（38 名），技術（8 名），家庭科（6 名），美術（4 名），未回答（2 名），その他（各

1 名）であった．対象者が指導している競技の内訳はバスケットボール（49 名），バレーボ

ール（46 名），陸上（41 名），テニス（38 名），野球（37 名），卓球（33 名），サッカー（26

名），剣道（19 名），水泳（11 名），バドミントン（9 名），柔道（8 名），ソフトボール（6 名），

空手（2 名），新体操，野外活動，未回答（各 1 名）であった．調査時期は 2020 年 12 月か

ら 2021 年 2 月であった． 

 

2）調査内容 

 

（1）基本的属性 

基本的属性は，性別，年齢，担当科目，教員歴，現在指導している部活動，現在指導して
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いる競技の経験の有無，現在指導している競技の指導歴，雇用形態，指導している部活動の

競技成績といった顧問自身や担当している部活動を設定した． 

 

（2）運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度 

正課教育内での教育者としてのアイデンティティと部活動の指導者としてのアイデンテ

ィティの二側面を測定することができる運動部活動顧問アイデンティティ尺度を作成する

ために，本研究の対象と同じ専門職を対象に作成された，波多野・小野寺（1993）の職業的

アイデンティティ尺度（12 項目），Erikson（1959）のアイデンティティの概念に着目した佐々

木・針生（2006）の尺度（PISN）（20 項目）および，医療系大学生を対象に作成された尺度

（本田ほか，2006）を現職教員用として変換された教職アイデンティティ尺度（松井・柴田，

2008）（20 項目）を参考に，スポーツ心理学を専門とする研究者 1 名とスポーツ心理学を専

攻する大学院生 3 名の合計 4 名により項目の検討を行った．項目の検討は，以下のように

行った．吉津（2001）によると，Erikson のアイデンティティ概念に包含される職業的アイ

デンティティは職業自己をどのように自分の中に取り入れていくかによってその総体が作

られていくと述べていることから，職業的アイデンティティは自我アイデンティティが基

礎になっていると言われている（波多，2018）．そして，Erikson の自我アイデンティティの

感覚を構成する要素は「斉一性」，「連続性」，「個人的側面：自己確信」，「社会的側面：自分

と他者双方の認知の一致」であることが示されている（Erikson, 1959）．したがって，「斉一

性」，「連続性」，「個人的側面：自己確信」，「社会的側面：自分と他者双方の認知の一致」と

いった内容を含んだ項目を参考とした尺度より抽出した．そして，正課教育内での教育，運
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動部活動での指導をするうえで必要だと思われる内容の検討を行った．さらに，抽出した項

目を正課教育内での教育者としてのアイデンティティ項目（例：私は正課教育の中でいつも

自分らしい教育をしていると思う）と，運動部活動の指導者としてのアイデンティティ項目

（例：私はいつも自分らしい部活動の指導をしていると思う）に，それぞれ表現を変更した．

変更後，類似したような表現項目は除き，最終的に各 20 項目（計 40 項目）を採用した．そ

の後，中学校で運動部活動顧問を担当する教員 2 名に内容の確認を依頼し，問題ないとの回

答を得たため，後の調査を実施した． 

質問項目は，「生徒の教育（部活動の指導）に生きがいを感じている」「私は自分のことを

教員（部活動の顧問）だと思う」といった「斉一性」に関する内容，「教員（部活動の顧問）

としての自分の目標は変わらない」「私は教員（部活動の顧問）という仕事を通して人間的

に成長している」といった「連続性」に関する内容，「教員（部活動の顧問）として仕事を

することに自信がある」「教員（部活動の顧問）という仕事に誇りを持っている」といった

「個人的側面：自己確信」に関する内容，「私は教員（部活動の顧問）として保護者に必要

とされていると思う」「私は教員（部活動の顧問）として生徒（部員）の役に立ちたい」と

いった「社会的側面：自分と他者双方の認知の一致」で構成されている．質問文では部活動

と正課教育での教育活動とわけて考え答えさせる内容とした．回答は「全く当てはまらない

（得点 1）」から「非常に当てはまる（得点 7）」までの 7 段階で評価を行い，得点が高いほ

どその質問に対するアイデンティティが高いことを意味している． 

 

さらに，運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度の構成概念妥当性を検討するために，
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以下の 2 つの尺度を同時に測定した． 

 

（3）教職アイデンティティ尺度 

松井・柴田（2008）が作成した 4 因子 20 項目の教職アイデンティティ尺度を採用した．

具体的には，「私は教師として，保護者からも必要とされていると思う」などの項目で構成

され「教師としての自負」という因子，「私は教師として，保護者の期待にこたえていきた

い」などの項目で構成され「社会貢献」という因子，「私は教師であることが自分らしい生

き方だと思う」などの項目で構成され「生き方への自信」という因子，「自分がどんな教育

をしたいのかはっきりしている」などの項目で構成され「教育観の確立」という因子の 4 因

子を含む．「まったくあてはまらない（得点 1）」から「非常にあてはまる（得点 7）」の７段

階の評定尺度であり，得点が高いほど教員としてのアイデンティティを形成しているとさ

れる．取りうる得点範囲は，20-140 点である．本尺度の信頼性および，妥当性は認められて

いる（松井・柴田，2008）．なお，正課教育内での教育者としてのアイデンティティ項目と

正の相関関係が予想される． 

 

（4）指導者アイデンティティ尺度 

八尋・萩原（2019）が作成した 1 因子 6 項目の指導者アイデンティティ尺度を採用した．

質問は，「私は，自分のことを指導者だと思う」，「私には，スポーツの指導に関する目標が

いくつもある」，「スポーツの指導は，私の生活のなかで最も大事なものである」などの項目

で構成される．尺度は「全く違う（得点 1）」から「全くその通り（得点 7）」までの 7 段階
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評定尺度であり，得点が高いほど指導者アイデンティティを形成しているとされる．取りう

る得点範囲は，6-42 点である．6 項目という少ない項目で，スポーツ指導者としてのアイデ

ンティティの程度を測定することができ，本研究の調査対象と同様，運動部活動顧問を対象

にして作成されたことから，本尺度を採用した．信頼性および，妥当性は確認されている．

なお，運動部活動の指導者としてのアイデンティティ項目と正の相関関係が予想される． 

  

3）分析方法 

 

運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度の各項目の弁別性を検討するため，Item - Total

相関分析（以下，IT 相関分析という）を行い，相関係数が r＝.40（徳永，2002）に満たない

項目を削除項目とした．また，尺度の因子構造を確認するため，最尤法，プロマックス回転

による探索的因子分析を実施し，因子負荷量が.40（徳永，2002）に満たない項目を削除項目

とした．そして，クロンバックのα係数を算出し，尺度の内的一貫性の確認を行った．探索

的因子分析後，尺度の因子モデル適合度を確認するため，検証的因子分析を実施した．適合

度指標は，Goodness of Fit Index（GFI），Adjusted Goodness of Fit Index（AGFI），Compare Fit 

Index（CFI），Root Mean Square Error of Approximation（RMSEA）を使用した．なお，クロン

バックのα係数は一般的に.70 よりも大きい場合，質問項目が妥当であるとされる（Cronbach, 

1951）．GFI，AGFI，CFI はモデルが適合するには 1 に近いほどモデルの説明力があるとさ

れ，一般的に,90 以上が当てはまりの良い判断基準とされている（小塩，2017）．また，RMSEA

は.10 以下とした（小塩，2017）．また，構成概念妥当性を検討するため，同時に測定した尺
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度との Pearson の相関係数を算出した．属性間による運動部活動顧問教員のアイデンティテ

ィの比較をするため，運動部活動顧問教員のアイデンティティ尺度の下位尺度得点を従属

変数，基本的属性を独変数として，t検定ならびに一元配置分散分析を行った．一元配置分

散分析において有意な差が認められた場合は，Tukey 法を用いて多重比較を実施した．なお，

教員歴と指導歴は，分析の際に，それぞれ 10 年未満，10～20 年，20 年以上の 3 つの群に分

類した．統計分析パッケージは，IBM SPSS Statistics25.0 および AMOS25.0 を使用した． 

 

4）倫理的配慮 

 

調査対象の学校責任者に対して，調査用紙配布前に本研究の意図を説明し，調査内容につ

いては統計的処理により，個人を特定できない状態にすることを書面にて説明し，承諾でき

る場合のみ調査を実施した．また，回答者に対して，調査用紙において承諾の可否を求め，

承諾が得られた場合のみ調査を実施した．本研究は健康・スポーツ科学講座の倫理審査委員

会の承認を得て行われた． 
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3．結果 

 

1）基本的属性 

 

調査対象者の基本的属性は，表 1 のとおりである．わが国において，中学校の運動部活動

指導者は男性が 71.5％，平均年齢は 39.6 歳，保健体育を担当している顧問教員は 19.8％で

あることが報告されていることから（日本体育協会，2014），本研究の調査対象者は概ね顧

問教員の特徴を捉えていると考えられる． 

ｎ ％ Ｍ ＳＤ

性別 男性 225 68,6

女性 103 31.4

年齢 38.0 11.62

20歳代 101 30.8

30歳代 102 31.1

40歳代 48 14.6

50歳以上 75 22.9

未回答 2 0.6

担当科目 保健体育 67 20.4

その他 259 79.0

未回答 2 0.6

競技経験 経験あり 171 52.1

経験なし 156 47.6

未回答 1 0.3

教員歴 13.25 11.30

10年未満 162 49,4

10～20年 65 19.8

20年以上 94 28.7

未回答 7 2.1

指導歴 7.49 8.11

10年未満 234 71.3

10～20年 51 15.6

20年以上 35 10.7

未回答 8 2.4

雇用形態 正規雇用（担任有） 193 58.9

正規雇用（担任無） 89 27.1

非正規雇用 44 13.4

未回答 2 0.6

競技成績 市町村 233 71.0

県大会 76 23.2

地方大会以上 16 4.9

未回答 3 0.9

表1-1　調査対象者の特徴
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2）運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度の作成 

 

運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度の各項目の弁別性を検討するため，正課教育

内での教育者としてのアイデンティティ項目，運動部活動の指導者としてのアイデンティ

ティ項目とのそれぞれで IT 相関分析を実施した結果，すべての質問項目に関して相関係数

r＝.40 以上（徳永，2002）を満たし，弁別性が確認された．よって，本研究ではすべての項

目を採用し，分析することとした．次に，尺度項目の弁別性が確認された全項目について，

因子負荷量.40 以上を基準（徳永，2002）に探索的因子分析を（最尤法，プロマックス回転）

を実施した結果，2 因子構造が確認された．ただし，1 項目で因子負荷量.40 以上を満たすこ

とができず削除対象となった．なお，因子名は「教員アイデンティティ因子」および「指導

者アイデンティティ因子」とした．さらに，尺度の内的一貫性について検討を行うために，

クロンバックのα係数を算出した結果，教員アイデンティティ因子が.93，指導者アイデン

ティティ因子が.96 となった（表 1-2）． 

尺度の因子的妥当性を検討するため，検証的因子分析を実施した結果，GFI=.90，AGFI=.85，

CFI=.98，RMSEA=.03 となった（図 1-1）．AGFI について，基準値を満たすことができなか

ったが，観測変数の数が多く自由度が高くなると，この指標は低下するため，AGFI の値が

低くともモデルが有用でないことを意味しないとされる（豊田・真柳，2001）．観測変数が

多いモデルに関しては，AGFI ではなく，RMSEA を参照すべきであるとされ（豊田・真柳，

2001），本研究のモデルにおける RMSEA は基準を満たしていることから，十分にモデルが

採択可能であることを示している．また，基準関連妥当性を検討するため，同時に測定した
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尺度との Pearson の相関係数を算出した結果，教員アイデンティティ因子と教職アイデンテ

ィティは正の相関関係（r=.86，p<.01），指導者アイデンティティ因子と指導者アイデンティ

ティ尺度は正の相関関係（r=.71，p<.01），が認められた． 

以上のことから，教員アイデンティティ因子 19 項目，指導者アイデンティティ因子 20 項

目で構成される運動部活動顧問教員アイデンティティが作成された．本尺度は 7 段階の評

定尺度であり，得点の算出方法は各項目の合計得点であるため，教員アイデンティティ因子

は 19～133 点，指導者アイデンティティ因子は 20～140 点の範囲で算出される． 
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F1 F2

1 私は正課教育の中でいつも自分らしい教育をしていると思う .62 .26 .93

2 正課教育の中での生徒の教育に生きがいを感じている .81 .31

3 私は自分のことを教員だと思う .60 .24

4 私は正課教育の中で生徒を教育することで満足している .71 .23

6 正課教育の中で自分がどんな教育がしたいかはっきりしている .82 .28

7 教員としての自分の目標は変わらない .66 .22

8 生徒の教育について考えている時間が長い .52 .17

9 私は教員という仕事を通して人間的に成長している .71 .32

10 私は正課教育内での教育のあり方について，自分なりの考えを持っている .78 .29

11 正課教育の中で生徒を教育することは私の能力を活かせる .77 .26

12 教員として仕事をすることに自信がある .67 .35

13 教員という仕事に誇りを持っている .75 .35

14 私は教員として，学校内で不可欠な存在である .56 .31

15 正課教育内での教育において，必要な時に自分の力を発揮することができる .70 .32

16 私は教員として保護者に必要とされていると思う .60 .30

17 私は教員として生徒に必要とされていると思う .56 .29

18 私は教員として同僚に必要とされていると思う .56 .33

19 私は教員として保護者の期待に応えていきたい .62 .36

20 私は教員として生徒の役に立ちたい .67 .34

21 私はいつも自分らしい部活動の指導をしていると思う .23 .71 .96

22 部活動の指導に生きがいを感じている .24 .85

23 私は自分のことを部活動の顧問だと思う .33 .68

24 私は部活動を指導することで満足している .26 .85

25 私は部活動の顧問として生き生き働いていると感じる .26 .89

26 自分が部活動においてどんな指導がしたいかはっきりしている .32 .76

27 部活動の顧問としての自分の目標は変わらない .32 .70

28 部活動の指導について考えている時間が長い .18 .60

29 私は部活動の顧問という仕事を通して人間的に成長している .25 .77

30 私は部活動の指導のあり方について，自分なりの考えを持っている .39 .73

31 部活動の指導という仕事は私の能力を活かせる .22 .85

32 部活動の顧問として仕事をすることに自信がある .27 .84

33 部活動の顧問という仕事に誇りを持っている .29 .88

34 私は部活動の顧問として，部活内で不可欠な存在である .28 .75

35 部活動の指導において，必要な時に自分の力を発揮することができる .29 .81

36 私は部活動の顧問として保護者に必要とされていると思う .29 .72

37 私は部活動の顧問として部員に必要とされていると思う .34 .74

38 私は部活動の顧問として指導者仲間に必要とされていると思う .27 .72

39 私は部活動の顧問として保護者の期待に応えていきたい .26 .69

40 私は部活動の顧問として部員の役に立ちたい .30 .72

因子間相関 F1 F2

F1 1.00 .33

F2 .33 1.00

因子負荷量
α係数項目

表1-2　探索的因子分析の結果およびクロンバックのα係数

※「5 私は教員として生き生き働いていると感じる」は基準値を満たしていないため削除した
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3）基本的属性間による比較の関連 

 

基本的属性を独立変数，運動部活動顧問教員アイデンティティ（教員および指導者アイデ

ンティティ因子）を従属変数として，t検定（表 1-3），および一元配置分散分析（表 1-4）を

実施した結果，性別，担当科目，過去の競技経験，教員歴，現在指導しているスポーツの指

導歴，雇用形態，指導している部活動の競技成績において，有意な差がみられた． 

性別において，教員アイデンティティ，指導者アイデンティティのいずれも女性に比べ男

性が有意に高いことが示された（順に t=3.33，p<.001；t=6.59，p<.001）．担当科目では，保
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健体育とそれ以外の科目に分類し分析を実施した結果，指導者アイデンティティのみ有意

な差が見られた（t=5.17，p<.001）．現在指導している競技における過去の競技経験の有無に

よる比較をした結果，経験がある顧問教員は経験がない教員に比べ，指導者アイデンティテ

ィが有意に高いことが明らかになった（t=6.64，p<.001）．教員歴による比較では，10 年未

満，10～20 年，20 年以上の 3 群に分類して分析をした結果，教員アイデンティティにおい

て有意な差がみられた（F=6.81，p<.001）．多重比較の結果では，20 年以上の顧問教員は，

10 年未満，10～20 年の顧問教員と比較して有意に低いことが示された．指導歴についても

教員歴と同様に 3 群に分類し分析を実施した．その結果，指導者アイデンティティで有意な

差が認められ（F=14.81，p<.001），多重比較の結果，10～20 年，20 年以上の顧問教員は 10

年未満と比べ，有意に高いことが明らかになった．雇用形態では，担任を持っている正規雇

用，担任を持っていない正規雇用，非正規雇用の 3 群に分類し分析した結果，教員アイデン

ティティにおいて有意な差がみられた（F=6.81，p<.001）．多重比較の結果では，非正規雇用

の顧問教員は，担任の有無を問わず正規雇用の顧問教員と比較して，有意に低いことが明ら

かにされた．競技成績による比較では，指導者アイデンティティに有意な差が認められた

（F=4.29, p<.05）．多重比較の結果，市町村大会に出場した部活動を指導している顧問教よ

り，県大会に出場した部活動の顧問教員の方が高い値を示した． 
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M SD t値 M SD t値

性別 男性（n=225） 101.96 15.60 94.46 25.35

女性（n=103） 95.75 15.81 74.97 23.79

担当科目 保健体育（n＝67） 103.05 17.94 102.63 23.57

その他（n＝259） 99.39 15.18 84.65 25.99

競技経験 経験あり（n＝171） 100.23 15.42 97.10 23.59

経験なし（n＝156） 99.94 16.37 78.79 26.20

表1-3　基本的属性間によるアイデンティティの比較（t検定）

*** p<.001

教員アイデンティティ 指導者アイデンティティ

3.33***

1.70

.16

6.59***

5.17***

6.64***

教員歴 ①10年未満（n=162） 100.47 16.64 88.59 26.87

②10～20年（n=65） 103.03 14.71 89.25 25.86

③20年以上（n=94） 92.52 12.25 85.89 26.63

指導歴 ①10年未満（n=234） 99.27 16.08 84.23 25.87

②10～20年（n=51） 103.04 15.35 99.98 23.84

③20年以上（n=35） 102.74 14.84 103.57 22.98

雇用形態 ①正規（担任有）（n=193） 100.47 16.64 88.59 26.87

②正規（担任無）(n=89) 103.03 14.71 89.25 25.86

③非正規（n=44） 92.52 12.25 85.89 26.63

競技成績 ①市町村大会（n=233） 100.17 15.34 86.53 25.17

②県大会（n=76） 99.98 17.87 95.78 28.54

③地方大会以上（n=16） 102.44 12.03 80.63 30.66

6.81***
③＜①**，

③＜②***
.25

1.67 14.81***

6.81***
③＜①**，

③＜②***
.25

.17 4.29*

多重比較
(Tukey法)

指導者アイデンティティ

多重比較
(Tukey法)

*p<.05, **p<.01, ***p<.001

①＜②*

①＜②***,

①＜③***

M SDM SD F値

教員アイデンティティ

表1-4　基本的属性間によるアイデンティティの比較（一元配置分散分析）

F値
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4．考察 

 

本研究の目的は，顧問教員の正課教育内での教育者としてのアイデンティティと運動部

活動の指導者としてのアイデンティティの二側面を測定するための運動部活動顧問教員ア

イデンティティ尺度を作成すること，および基本的属性間によるアイデンティティの程度

の違いを明らかにすることであった． 

まず，運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度を作成するために，職業的アイデンティ

ティ尺度の先行研究を参考に，各 20 項目（計 40 項目）を採用し，IT 相関分析を実施した

結果，すべての質問項目において，相関係数が基準を満たしたことが確認されたことから，

採用した尺度項目の弁別性が示されたと考えられる．また，弁別性が確認された全 40 項目

の運動部活動顧問アイデンティティ尺度について，探索的因子分析（最尤法，プロマックス

回転）を実施した結果，因子負荷量の基準を満たすことができなかった「私は教員として生

き生き働いていると感じる」という項目を削除し，2 因子 39 項目が確認された．尺度の内

的一貫性について，クロンバックのα係数が基準値（Cronbach, 1951）を満たしており，内

的一貫性を確認できたことから，本研究で作成した尺度は，弁別性，内的一貫性を有する尺

度であることが示された．また，尺度の因子的妥当性を確認するため，検証的因子分析を実

施した結果，モデル適合度の基準値（小塩，2017）を概ね満たすことができ，運動部活動顧

問アイデンティティ尺度の因子的妥当性が確認できた．さらに，基準関連妥当性を検討する

ため，同時に測定した尺度との Pearson の相関係数を算出した結果，教員アイデンティティ

因子と教職アイデンティティ尺度は正の相関関係が認められ，指導者アイデンティティ因
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子と指導者アイデンティティ尺度は正の相関関係が示されたことから，運動部活動顧問教

員アイデンティティ尺度の基準関連妥当性が確認された．  

以上のことから，本研究では，信頼性・妥当性が十分に認められ，顧問教員における役割

の二側面のアイデンティティを測定することができる「運動部活動顧問教員アイデンティ

ティ尺度」を作成できたと考えられる．  

また，基本的属性間による運動部活動顧問教員アイデンティティの程度の比較について

検討した結果，担当科目では，保健体育の顧問教員が保健体育以外の顧問教員に比べ，指導

者アイデンティティが高いことを示した．保健体育の顧問教員は，専門的指導をしたいとい

う思いや，部活動での指導の経験が授業に直結することから，部活動に積極的に関与する顧

問教員が多いという報告（石村・山西，2007）があるため，指導者としてのアイデンティテ

ィを形成していることが考えられる．また，過去に競技経験がある競技を指導している顧問

教員は，経験がない競技を指導している顧問教員より指導者アイデンティティを形成して

いることが明らかになった．競技経験がある競技を指導している顧問教員は，部員の育成や

情報の管理を積極的に行っていることが示されている（藤田・吉田，2010）ことから，その

ような行動が指導者としての役割を認知することに繋がると示唆される．教員歴について，

20 年以上のキャリアを積んだ顧問教員は教員としてのアイデンティティを喪失している傾

向にあり，一方，指導歴についてはキャリアを積むほど，指導者としてのアイデンティティ

を形成していることが明らかになった．ベテラン教員は教員生活をまとめ，退職を目前にし

て教員の仕事以外の準備にかかるため，教育活動への低下が指摘されている（古川，2018）

ことから，若手の教員に比べ，ベテラン教員は教員としての役割の認知が弱くなっているこ
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とが考えられる．また，年齢と部活動の指導に対する自信は正の相関関係にあること（和井

田・藤田，2020）が明らかにされており，指導者としてのキャリアを重ねることで競技への

指導法などが確立し，指導者としてのアイデンティティ形成に繋がると示唆される．雇用形

態において，正規雇用の顧問教員は非正規雇用の顧問教員と比較して教員としてのアイデ

ンティティを形成していることが示されており，非正規雇用の顧問教員は学校運営に関わ

る機会が少ないことが報告されている（和井田・藤田，2020）ことから，勤務している学校

の一員という認識をすることが難しい環境にあり，教員としてのアイデンティティを形成

しづらいことが考えられる．また，市町村大会に出場した部活動を指導している顧問教員よ

り，県大会に出場した顧問教員の方が指導者としてのアイデンティティを形成しているこ

とが明らかになった．すなわち，指導者としての役割を強く認識することが指導している部

活動の競技成績に関連することが推察される．  

本研究では，基本的属性間による運動部活動顧問教員アイデンティティの程度の違いを

明らかにすることができたが，これまで職業的アイデンティティは精神的健康状態（福永ほ

か，2019）の関連性が示されていることから，第 1 章研究 2 では，メンタルヘルスとの検討

をする必要があるといえる．顧問教員のような対人援助職を対象としてストレスの程度を

検討する場合，対人援助職に特有の職業的ストレス反応とされるバーンアウトに焦点が当

てられている（森，2007）．したがって，メンタルヘルスのうちのバーンアウトに着目する

こととした． 
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5．まとめ 

 

本研究では，運動部活動顧問教員のアイデンティティ尺度の作成と信頼性および，妥当性

の検討を行った結果，正課教育内での教育者としてのアイデンティティ項目は 19 項目 1 因

子構造が確認され，運動部活動の指導者としてのアイデンティティ項目は 20 項目 1 因子構

造が確認された．また，信頼性，因子的妥当性，および構成概念妥当性について認められた

ことから，信頼性・妥当性を十分に有する運動部活動顧問アイデンティティ尺度を作成する

ことができたといえる．さらに，様々な基本的属性間で運動部活動顧問アイデンティティの

程度の違いを明らかにした．  
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研究 2 

運動部活動顧問教員アイデンティティとバーンアウトの関連性 

 

1．目的 

 

 序章で述べたように，アイデンティティとバーンアウトの間には関連性があることが

認められている．しかし，2016 年に文部科学省により実施された「教員勤務実態調査（文

部科学省，2016」によると，中学校教員のうち，84.4％が部活動の顧問を担当しており，そ

の中の 77.5％が運動部活動を担当していることが明らかにされていることから，教員とし

ての職業的アイデンティティだけに着目した検討ではなく，運動部活動の指導者としての

アイデンティティに注目する必要があると考えられる．久保（1998）によると，部活動にお

ける指導者は「指導者」あるいは「教員」として明確に位置づけることはできないとしてい

ることから，運動部活動の指導者と教員の二側面のアイデンティティから検討する必要が

あると推察される． 

以上のことから，本研究では，二側面のアイデンティティとバーンアウトの関連性を検討

することとした．また，先行研究において，教員の担当科目によって運動部活動に対する没

頭度が違う（徳永・山下，2000）ことや，過去の競技経験によって負担の感じ方に差がある

（角谷，2020）ことから，実態を明らかにするために担当する科目と過去の競技経験による

差の検討を行った． 

今日の運動部活動の指導の充実や，顧問教員の働き方の改善に向けた取り組み（スポーツ
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庁，2018b）が進められているように，顧問教員に着目した研究の蓄積は重要であるといえ

る．顧問教員のアイデンティティとバーンアウトの関連性を明らかにする本研究は，顧問教

員の働き方を解決するための基礎資料となる可能性を含んでおり，一定の意義を見出すこ

とができるであろう．  
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2．方法 

 

1）調査対象者 

 

 第 1 章研究 1 の調査対象者と同様． 

 

2）調査内容 

 

（1）基本的属性 

 属性は，性別，年齢，担当科目，教員歴，現在指導しているスポーツ，指導しているス

ポーツの競技経験，現在指導しているスポーツの指導歴，雇用形態，指導している部活動の

競技レベルといった顧問自身や担当している部活動の基本的属性を設定した． 

 

（2）運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度 

 第 1 章研究 1 で作成した運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度を用いた． 

 

（3）バーンアウト尺度 

 Maslach & Jackson（1981）による MBI（Maslach Burnout Inventory）を翻訳・修正した「脱

人格化」「個人的達成感」「情緒的消耗」の 3 因子 17 項目からなるバーンアウト尺度（田尾・

久保，1996）を使用した．脱人格化は，人格を無視した思いやりのない対応であり，個人的



52 

 

達成感は，職務における達成感であり，情緒的消耗は，仕事を通じて，情緒的に力を出し尽

くして消耗してしまった状態である（貝川，2009）．質問項目は「身体も気持ちも疲れ果て

たと思うことがある」「自分の仕事がつまらなく思えて仕方のないことがある」「仕事が楽し

くて，知らないうちに時間が過ぎることがある（逆転項目）」などで構成される．この尺度

は看護師用に作成されたものであるため，教員を対象とした先行研究（伊藤，2000）と同様

に，項目中の「患者」を「生徒」と修正して用いた．質問への回答は「1：全くない」から

「4：大いにある」の 4 段階で評価する．そして，各下位尺度得点の和が高いほど，バーン

アウト状態にあることを意味している．取りうる得点範囲は，17-68 点である．なお，信頼

性・妥当性は十分に認められている（田尾・久保，1996）． 

 

3）分析方法 

 

 本研究の調査対象者における基本的属性間でのバーンアウト，運動部活動顧問アイデ

ンティティの状況を明らかにするため，t検定および一元配置分散分析を実施した．一元配

置分散分析において有意な差が認められた場合は，Tukey 法を用いて多重比較を実施した． 

また，顧問教員のアイデンティティとバーンアウトの関連を検討するため，運動部活動顧

問教員アイデンティティの 2 つの因子を独立変数，バーンアウトを目的変数とし，基本的属

性を統制し，階層的重回帰分析を実施した．統計分析パッケージは IBM SPSS Statistics25.0

を使用した． 
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4）倫理的配慮 

 

 調査対象の学校責任者に対して，調査用紙配布前に本研究の意図を説明し，調査内容に

ついては統計的処理により，個人を特定できない状態にすることを書面にて説明し，承諾で

きる場合のみ調査を実施した．また，回答者に対して，調査用紙において承諾の可否を求め，

承諾が得られた場合のみ調査を実施した．本研究は健康・スポーツ科学講座の倫理審査委員

会の承認を得て行われた． 
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3．結果 

 

1）顧問教員におけるバーンアウトの状況 

  

 また，顧問教員におけるバーンアウト状況の特徴を検討するために，基本的属性間によ

る t検定を実施した結果，性差において，女性が男性より有意にバーンアウト得点が高いこ

とが明らかになった（t=2.05，p<.05）．担当科目について，保健体育を担当する顧問教員と

それ以外の科目を担当する顧問教員に分類し検定した結果，保健体育を担当する顧問教員

は，それ以外の科目を担当する顧問教員より，有意にバーンアウト得点が低かった（t=2.90，

p<.01）さらに，過去の競技経験の有無別で検証した結果，経験がある顧問教員と経験がな

い顧問教員は有意な差が認められなかった（t=.01，n.s.）（表 1-5）．年齢を 20 歳代，30 歳代，

40 歳代，50 歳以上に分類し，一元配置分散分析を用いてバーンアウトの程度を比較した結

果，有意な差は認められなかった（F=1.08，n.s.）（表 1-6）．  

 

 

 

 

 

 

 

M SD t値

性別 男性（n=225） 36.73 9.10

女性（n=103） 38.96 9.22

担当科目 保健体育（n＝69） 34.56 9.43

その他（n＝259） 38.15 9.01

競技経験 経験あり（n＝172） 37.42 9.20

経験なし（n＝156） 37.41 9.21

*p<.05　**p<.01

表1-5．基本的属性間によるバーンアウトの比較（t検定）

バーンアウト

2.05*

2.90**

.01
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2）運動部活動顧問教員アイデンティティとバーンアウトの関連 

 

 運動部活動顧問教員アイデンティティとバーンアウトの関連性を検討するため，教員

アイデンティティ因子，指導者アイデンティティ因子を独立変数とし，バーンアウトを目的

変数として階層的重回帰分析を実施した．第一ステップに調整因子として性別，年齢，担当

科目，過去の競技経験，第二ステップに教員アイデンティティ因子，指導者アイデンティテ

ィ因子を投入した（表 1-7）．第一ステップから第二ステップにかけて決定係数が有意に増

加し（⊿R²＝.30，p<.001），教員アイデンティティ因子，指導者アイデンティティ因子はと

もにバーンアウトと関連を示した（順にβ＝-.38，p<.001；β＝-.33，p<.001）．  

 また，多重共線性を検討するため，すべての独立変数において Variance Inflation factor

（VIF）を算出した結果，VIF＜2 であった．Zuur et al.（2010）は多重共線性の基準値を VIF

＜3 としていることから，多重共線性の問題は生じていないものと判断した． 

M SD F値 多重比較

年齢 ①20歳代（n=101） 38.59 9.06

②30歳代（n=102） 37.41 10.09

③40歳代（n=50） 35.99 8.65

④50歳以上（n=75） 36.70 8.41

1.08

バーンアウト

表1-6．基本的属性間によるバーンアウトの比較（一元配置分散分析）
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β t β t

性別 -.10 -1.81 -.02 -.50

年齢 .11 1.91 -.61 -1.27

科目 .17 3.11** .05 .99

経験 -.03 -.45 -.12 -2.37*

教員アイデンティティ -.38 -.73***

指導者アイデンティティ -.33 -.56***

R² .05 .35

⊿R² .05** .30***

Step 1 Step 2

表1-7. 階層的重回帰分析の結果

*p<.05　**p<.01　***p<.001
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4．考察 

 

 本研究の目的は，まず顧問教員のバーンアウトと運動部活動顧問アイデンティティの

実態を明らかにすること，また，顧問教員の正課教育内での教員としての役割と運動部活動

内での指導者としての役割である二側面のアイデンティティとバーンアウトの関連性を検

討することであった． 

 基本的属性間による t検定を実施した結果，男性より女性がバーンアウトの得点が高い

ことが明らかになった．バーンアウトの性差について，女性がバーンアウトに陥りやすいと

いう報告（Lachman & Diamant, 1987）や，男性がバーンアウトしやすいという研究結果

（Russell et al.,1987），あるいは性差がないという報告（Lemkau et al.,1987）があり，一貫し

た結果は得ることができていないが，顧問教員においては，女性の方が負担に感じているこ

とが明らかになった．内田ほか（2018）は，男性は部活動顧問に対して，やりがいや楽しさ

をもたらす仕事という認識をしている傾向にある一方で，女性は部活動顧問をストレスフ

ルな仕事と感じている傾向にあることを示している．したがって，本研究は先行研究の結果

（内田ほか，2018）を支持するものであった．担当科目別にバーンアウト得点を検討した結

果，保健体育を担当している顧問教員の方がバーンアウトに陥っていないことが示された．

保健体育を担当している顧問教員は保健体育以外を担当する顧問教員と比較して，運動部

活動に対して割く時間が長く，没頭度が高いという報告（徳永・山下，2000）や，自らの希

望で運動部活動を担当している者が多いという先行研究（杉本，1988），保健体育を担当す

る顧問教員にとって一日の活動の中で最も重要なのが「運動部活動」であり，指導を熱心に
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行っていることを明らかにした研究結果（小泉，1996）があることから，保健体育を担当す

る顧問教員は運動部活動の指導を負担に感じにくい傾向があることが示唆される．過去の

競技経験の有無別で検討した結果，心理的な負担であるバーンアウトの得点において有意

な差は認められなかった．一方，角谷（2020）は，経験がない顧問教員は経験がある顧問教

員と比較して，部活動への時間的負担を感じていることを明らかにしている．本研究の結果

と角谷（2020）の知見を総合して考えると，過去の競技経験の有無は，部活動への時間的負

担と関連する一方で，心理的な負担とは関連が認められず，過去の競技経験のない顧問教員

に対しては時間的負担の軽減を考慮することが重要となる可能性が推察された．  

 運動部活動顧問教員としてのアイデンティティとバーンアウトの関連性を検討した結

果，性別，年齢，担当科目，過去の競技経験といった調整因子を統制した状態でも，教員ア

イデンティティ因子，指導者アイデンティティ因子のいずれもバーンアウトと関連してい

ることが示された．これまで，教員としてのアイデンティティを形成できないことでバーン

アウトに陥る可能性が示されていたが（川原，2003；久冨，1998），指導者アイデンティテ

ィ因子とバーンアウト間で関連性があったことから，運動部活動の指導者としてのアイデ

ンティティを形成することもバーンアウトに陥らないために必要である可能性が明らかに

なった．したがって，本研究の結果から，バーンアウトに陥らないためには，2 つのアイデ

ンティティをそれぞれ形成する必要性があることが示唆された． 

 本研究の結果，顧問教員のバーンアウトの状況，および，バーンアウトと運動部活動顧

問教員アイデンティティの関連性を説明したが，今後，顧問教員のバーンアウトなどのメン

タルヘルスを検討する際の一因として，運動部活動顧問教員アイデンティティを組み込む
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ことが期待される．また，顧問教員の二側面のアイデンティティを強く形成している者がバ

ーンアウトに陥っていないことから，「私は正課教育内での教育のあり方について，自分な

りの考えを持っている」や「自分が部活動においてどんな指導がしたいかはっきりしている」

などの考えを持つことが必要である．具体的には，保健体育を担当する顧問教員や競技経験

がある顧問教員は指導者アイデンティティを形成している傾向にあることから，保健体育

以外を担当する顧問教員や競技経験がない顧問教員に対して部活動に関するサポートをす

ることが挙げられる．また，教員アイデンティティについては，20 歳代の経験の浅い顧問

教員に対して一定程度の経験を持つ顧問教員が正課教育についてのフォローをすることが

考えられる．そうすることで，教員としてのアイデンティティ，あるいは運動部活動の指導

者としてのアイデンティティを形成し，バーンアウトを予防することにつながる可能性が

示唆される．したがって，第 2 章では，運動部活動顧問教員アイデンティティの形成要因と

して，序章で述べたソーシャルサポートの受領・提供，ならびに達成動機や目標志向性に着

目して検討を進める． 
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5．まとめ 

 

 本研究では，これまで明らかにされていなかった顧問教員におけるバーンアウトの状

況を検討し，性別や担当科目によってバーンアウトの程度に差があることが明らかになっ

た．また，年齢などの基本的属性を統制した状態において，教員アイデンティティと指導者

アイデンティティはバーンアウトと関連していることが示された．今後，顧問教員の働き方

を解決するための新たな知見となったといえよう． 
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第２章 

運動部活動顧問教員 

アイデンティティの形成要因 
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研究 1 

職場におけるソーシャルサポートの受領・提供に着目して 

 

1．目的 

 

 第 1 章でアイデンティティとバーンアウトの間で関連性があることが明らかにされた．

しかし，より包括的な顧問教員におけるバーンアウトのプロセスモデルを構築するため，顧

問教員のアイデンティティを形成する要因を検討する必要性が指摘されている（第 1 章研

究 2）． 

 序章で述べたように，アイデンティティは，社会的な関係性の中で形成されるものであ

ることから（Erikson, 1959），社会的な要因としてソーシャルサポートに注目されている．ま

た，ソーシャルサポートについて，実際の対人場面においては，個人はサポートの受け手で

あると同時にその送り手でもある（福岡，1997）ことが指摘されている． 

 以上のことから，バーンアウトの抑制に繋がるアイデンティティの確立には職場内に

おけるソーシャルサポートの受領・提供が重要な役割を担うと考えられる．したがって，本

研究では顧問教員におけるバーンアウトを抑制するプロセスを明らかにするために，顧問

教員としてのアイデンティティおよび職場内におけるソーシャルサポートの受領・提供と

の関連性から説明する仮説モデル（図 3-1）を検討することを目的とした． 

 顧問教員を対象に，バーンアウトを抑制するプロセスを説明するモデルを構築するこ

とで，顧問教員の働き方に関する新たな知見を付加することができると考えられる．すなわ
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ち，バーンアウトを抑制するうえで重要なアイデンティティの形成のためには具体的にど

のようなサポートをする必要があるのかなど，学校組織運営者や顧問教員自身などにとっ

て有益な情報となり得ると考えられる． 
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2．方法 

 

1）調査対象者 

 

 調査対象者は九州地区に所在する無作為に選出した公立中学校（30 校）において運動

部活動を担当する教員 350 名を対象とした． 

 調査対象者において無回答であった者 19 名（5.4%）および，回答に不備のある者 21 名

（6.0%）を除く 310 名（有効回答率 88.6％）（男性：193 名，女性：117 名，平均年齢 38.33±12.04

歳）を分析対象とした．対象者の担当科目の内訳は数学（55 名），保健体育（51 名），社会

科（48 名），英語（43 名），理科（42 名），国語（38 名），技術（11 名），家庭科（11 名），

美術（2 名），未回答（5 名），養護（1 名）であった．対象者が指導している競技の内訳は

テニス（45 名），バスケットボール（43 名），バレーボール（39 名），陸上競技（34 名），野

球（33 名），卓球（37 名），サッカー（23 名），剣道（15 名），バドミントン（12 名），柔道

（12 名），水泳（10 名），ソフトボール（5 名），未回答（5 名）であった．調査時期は 2021

年 10 月から 2021 年 12 月であった． 

 

2）調査内容 

 

（1）バーンアウト尺度 

 第 1 章研究 2 で使用したバーアウト尺度（田尾・久保，1996）を用いた． 
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（2）運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度 

 第 1 章研究 1 で作成した運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度を用いた． 

 

（3）職場における短縮版ソーシャルサポート尺度 

 職場内でのソーシャルサポートを測定するために，森・三浦（2006）が作成した 3 つの

下位尺度 6 項目で構成される職場における短縮版ソーシャルサポート尺度を使用した．発

問文は「学校内でどの程度サポートを受けましたか」とした．「いろいろと相談にのってく

れる」「問題解決のためにアドバイスをくれる」で構成される情報的サポート，「自分のフォ

ローをしてくれる」「一緒に対処してくれる」で構成される道具的サポート，「あなたの行動

や考えを支持してくれる」「あなたのことを理解し，認めてくれる」で構成される情緒的サ

ポートの 3 つの下位尺度で構成されている（合計 6 項目）．本尺度は，「ほとんどなかった

（1 点）」から「とてもあった（5 点）」までの 5 段階評価である（得点可能範囲：情報的サ

ポート 2-10 点，道具的サポート 2-10 点，情緒的サポート 2-10 点，合計 6-30 点）．また，本

尺度は，教員を対象にして作成されたものであり，信頼性・妥当性が認められている（森・

三浦，2006）．さらに，本尺度をソーシャルサポートの提供の程度を測定するために書き換

えた．具体的には，発問文は「学校内でどの程度サポートをしていますか」に変更した．質

問は「いろいろと相談にのってくれる」を「いろいろと相談にのっている」や，「あなたの

行動や考えを支持してくれる」を「同僚の行動や考えを支持している」というように，サポ

ートを提供するような内容に書き換えた． 
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3）分析方法 

 

 分析方法について，はじめに，運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度，職場内にお

けるソーシャルサポート提供尺度の内的整合性を確認するため，クロンバックの α 係数を

算出した．加えて，検証的因子分析を行い，使用した尺度の構成概念妥当性の確認を行った．

また，職場内におけるソーシャルサポートの受領・提供，顧問教員としてのアイデンティテ

ィ，バーンアウトの関連性を検討するため，相関分析を実施した．顧問教員としてのアイデ

ンティティを媒介要因とした顧問教員におけるバーンアウトを抑制するプロセスを説明す

る仮説モデルを検討するため，パス解析を実施した．統計解析パッケージは IBM SPSS 

Statistics25.0 および，AMOS25.0 を使用した． 

 

4）倫理的配慮 

 

 調査対象の学校責任者（校長や教頭）に対して，調査用紙配布前に本研究の意図を説明

し，調査内容については統計的処理により，個人を特定できない状態にすることを書面にて

説明し，承諾できる場合のみ調査を実施した．また，回答者に対して，調査用紙において承

諾の可否を求め，承諾が得られた場合のみ調査を実施した．本研究は健康・スポーツ科学講

座の倫理審査委員会の承認を得て行われた． 
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3．結果 

 

1）使用した各尺度の基本統計量 

 

 研究 2 第 1 章において，使用した各尺度の基本統計量（平均，標準偏差）は以下の通

りである．バーンアウト尺度の平均得点は 37.33±9.08，運動部活動顧問教員アイデンティ

ティ尺度の指導者アイデンティティ因子の平均得点は 89.61±22.82，教員アイデンティテ

ィ因子の平均得点は 99.92±13.46，職場におけるソーシャルサポート尺度の情報的サポー

ト受領の平均得点は 8.49±1.63，道具的サポート受領の平均得点は 8.56±1.54，情緒的サ

ポート受領の平均得点は 8.36±1.48，情報的サポート提供の平均得点は 7.45±1.69，道具

的サポート提供の平均得点は 7.82±1.43，情緒的サポート提供の平均得点は 8.43±1.38 で

あった． 

 

2）尺度の信頼性・妥当性の検討 

 

 はじめに，第 1 章で作成した運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度および職場に

おける短縮版ソーシャルサポート提供尺度（従来の尺度を提供用に書き換えて使用）の信頼

性・妥当性の検討を実施した．尺度の内的整合性を確認するためにクロンバックの α係数を

算出した結果，運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度の指導者アイデンティティ因子

は,96，教員アイデンティティ因子は.94，職場における短縮版ソーシャルサポート尺度の情
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報的サポートは.89，道具的サポートは.85，情緒的サポートは.93 であった．クロンバックの

α 係数は.70 よりも大きい場合，質問項目が妥当であると判断されること（Cronbach, 1951）

から，基準値を上回る良好な値を得ることができ，尺度の内的整合性は確認された．さらに，

構成概念妥当性を確認するため，検証的因子分析を実施した．適合度指標は，GFI，AGFI，

CFI，RMSEA を使用した．GFI，AGFI，CFI は，モデルが適合するためには 1 に近いほどモ

デルの説明力があるとされ，一般的に.90 以上が当てはまりの良い判断基準とされている（小

塩，2017）．また，RMSEA は.10 以下とした（小塩，2017）．検証的因子分析の結果，運動部

活動顧問教員アイデンティティは GFI=.89，AGFI=.84，CFI=.98，RMSEA=.04 となった．GFI，

AGFI について，基準値を満たすことができなかったが，観測変数の数が多いことによって

自由度が大きなモデルに関しては，この指標ではなく，RMSEA を参照すべきであるとされ

ている（豊田・真柳，2001）．本研究のモデルにおける RMSEA は基準を満たしていること

から，十分にモデルが採択可能であることを示している．職場における短縮版ソーシャルサ

ポート尺度は概ね良好な適合度（GFI＝.97，AGFI＝.91，CFI＝.99，RMSEA=.09）を得るこ

とができ，構成概念妥当性が示された．以上のことから，2 つの尺度の信頼性・妥当性が確

認され，その後の分析を行った． 

 

3）相関分析による検討 

 

 職場内におけるソーシャルサポートの受領・提供の各 3 つの下位尺度，顧問教員として

のアイデンティティの 2 つの下位尺度，バーンアウトの関連性の検証を行うため，Pearson



69 

 

の相関係数を算出した結果，情報的サポート受領は，道具的サポート受領（r=.79，p<.001），

情緒的サポート受領（r=.68，p<.001），情報的サポート提供（r=.21，p<.001），道具的サポー

ト提供（r=.24，p<.001），情緒的サポート提供（r=.40，p<.001），教員アイデンティティ（r=.14，

p<.05）との間に正の相関関係が認められた．道具的サポート受領は，情緒的サポート受領

（r=.61，p<.001），情報的サポート提供（r=.17，p<.01），道具的サポート提供（r=.24，p<.001），

情緒的サポート提供（r=.44，p<.001）との間で正の相関関係が示された．情緒的サポート受

領は，情報的サポート提供（r=.37，p<.001），道具的サポート提供（r=.39，p<.001），情緒的

サポート提供（r=.54，p<.001），指導者アイデンティティ（r=.14，p<.05），教員アイデンテ

ィティ（r=.28，p<.001）との間で正の相関関係が確認され，バーンアウト（r=-.25，p<.001）

との間で負の相関関係が明らかにされた．情報的サポート提供は，道具的サポート提供

（r=.70，p<.001），情緒的サポート提供（r=.33，p<.01），指導者アイデンティティ（r=.28，

p<.001），教員アイデンティティ（r=.39，p<.001）との間で正の相関関係が認められ，バー

ンアウト（r=-.24，p<.001）との間で負の相関関係が確認された．道具的サポート提供は，

情緒的サポート提供（r=.42，p<.001），指導者アイデンティティ（r=.28，p<.001），教員アイ

デンティティ（r=.36，p<.001）との間で正の相関関係が示され，バーンアウト（r=-.23，p<.001）

との間で負の相関関係が明らかにされた．情緒的サポート提供は，指導者アイデンティティ

（r=.12，p<.05），教員アイデンティティ（r=.16，p<.01）との間で正の相関関係が確認され，

バーンアウト（r=-.17，p<.01）との間で負の相関関係が示された．指導者アイデンティティ

は，教員アイデンティティ（r=.47，p<.001）との間で正の相関関係が明らかにされ，バーン

アウト（r=-.43，p<.001）との間で負の相関関係が認められた．教員アイデンティティは，
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バーンアウト（r=-.52，p<.001）との間で負の相関関係が示された（表 2-1）． 

 

 

4）パス解析によるモデルの検討 

 

 本研究では，顧問教員におけるバーンアウトを抑制するプロセスを明らかにするため，

顧問教員としてのアイデンティティおよび職場内におけるソーシャルサポートの受領・提

供との因果的関係から説明する仮説モデルのパス解析を実施した．独立変数として職場内

におけるソーシャルサポートの受領・提供における各 3 つの下位尺度，媒介変数として指導

者アイデンティティ，教員アイデンティティ，従属変数としてバーンアウトを位置づけて，

情報的サポート
受領

道具的サポート
受領

情緒的サポート
受領

情報的サポート
提供

道具的サポート
提供

情緒的サポート
提供

指導者
アイデンティティ

教員
アイデンティティ

バーンアウト

情報的サポート
受領

1.00

道具的サポート
受領

.79*** 1.00

情緒的サポート
受領

.68*** .61*** 1.00

情報的サポート
提供

.21*** .17** .37*** 1.00

道具的サポート
提供

.24*** .24*** .39*** .70*** 1.00

情緒的サポート
提供

.40*** .44*** .54*** .33** .42*** 1.00

指導者
アイデンティティ

.04 -.01 .14* .28*** .28*** .12* 1.00

教員
アイデンティティ

.14* .04 .28*** .39*** .36*** .16** .47*** 1.00

バーンアウト -.10 -.09 -.25*** -.24*** -.23*** -.17** -.43*** -.52*** 1.00

* p<.05 **p<.01 ***p<.001

表2-1　相関分析の結果
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パス解析を行った． また，有意な相関関係が認められた独立変数にのみ，共変量を設定し

た． 

 適合度指標は， GFI，AGFI，CFI，RMSEA を使用した．本研究で仮定したモデルに対

して適合度を検討した結果，GFI=.99，AGFI=.96，CFI=.99，RMSEA＝.04 であった（図 2-2）． 

 

 

5）各パスの検討 

 

 職場内におけるソーシャルサポートの受領・提供から指導者アイデンティティと教員

アイデンティティへのパスを検討したところ，有意であったパスは，道具的サポート受領か

ら教員アイデンティティへのパス（β=-.25，t=2.97，p<.01），情緒的サポート受領から教員
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アイデンティティへのパス（β=.24，t=3.15，p<.01），情報的サポート提供から教員アイデン

ティティへのパス（β=.22，t=3.00，p<.01），道具的サポート提供から指導者アイデンティテ

ィへのパス（β=.17，t=2.21，p<.05），道具的サポート提供から教員アイデンティティへのパ

ス（β=.17，t=2.33，p<.05）であった．有意ではなかったパスは，情報的サポート受領から

指導者アイデンティティへのパス（β=.01，t=0.94，n.s.），情報的サポート受領から教員ア

イデンティティへのパス（β=.11，t=1.17，n.s.），道具的サポート受領から指導者アイデンテ

ィティ（β=-.15，t=1.65，n.s.），情緒的サポート受領から指導者アイデンティティへのパス

（β=.11，t=1.29，n.s.），情報的サポート提供から教員アイデンティティへのパス（β=.14，

t=1.84，n.s.），情緒的サポート提供から指導者アイデンティティへのパス（β=.01，t=0.11，

n.s.），情緒的サポート提供から教員アイデンティティへのパス（β=-.04，t=0.09，n.s.）とな

った． 

運動部活動顧問教員アイデンティティからバーンアウトへのパスの検討そして，指導者

アイデンティティと教員アイデンティティからバーアウトへのパスが有意であることが示

された（順にβ=-.24，t=4.44，p<.001；β=-.41，t=7.75，p<.001）． 

 

 

6）媒介プロセスの検討 

 

 ソーシャルサポートの受領・提供が，運動部活動顧問教員アイデンティティを媒介し

てバーンアウトに寄与するのかについて検討した．分析モデルは，独立変数にすべての要
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因を投入し，相関関係が認められた要因間には共変量を設定した．分析モデルはひとつで

あるが，前項で明らかにされた有意であったパスごとに提示する．最初に，道具的サポー

ト受領を独立変数，教員アイデンティティを媒介変数，バーンアウトを従属変数とした媒

介モデルについて検討した．その結果，直接効果が b＝-.49（β＝-.08，n.s.），間接効果が

b＝.79（β＝.14）であった．間接効果の有意性についてはブートストラップ法（バイアス

修正法，リサンプリング回数 5000 回）によって間接効果の 95％信頼区間を算出して確認

した．その結果，間接効果の 95％信頼区間にゼロが含まれていなかった（95%CI [.202，

1.095]）．したがって，教員アイデンティティの媒介プロセスが認められた．次いで，情緒

的サポート受領を独立変数，教員アイデンティティを媒介変数，バーンアウトを従属変数

とした媒介モデルについて検討した．その結果，直接効果が b＝-.89（β＝-.15，p<.05），

間接効果が b＝-.75（β＝-.12）であった．間接効果の有意性について，間接効果の 95％信

頼区間にゼロが含まれていなかった（95%CI [-1.061，-.268]）．したがって，間接効果は認

められたものの直接効果の方が大きいことが明らかになった．また，情報的サポート提供

を独立変数，教員アイデンティティを媒介変数，バーンアウトを従属変数とした媒介モデ

ルについて検討した．その結果，直接効果が b＝.06（β＝.01，n.s.），間接効果が b＝-.63

（β＝-.12）であった．間接効果の有意性について，間接効果の 95％信頼区間にゼロが含

まれていなかった（95%CI [-.894，-.127]）ため，教員アイデンティティの媒介プロセスが

示された．さらに，道具的サポート提供を独立変数，指導者アイデンティティを媒介変

数，バーンアウトを従属変数とした媒介モデルについて検討した．その結果，直接効果が

b＝.17（β＝.03，n.s.），間接効果が b＝-.69（β＝-.11）であった．間接効果の有意性につ
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いて，間接効果の 95％信頼区間にゼロが含まれていなかった（95%CI [-.600，-.024]）．し

たがって，指導者アイデンティティの間接効果は有意であった．最後に，道具的サポート

提供を独立変数，教員アイデンティティを媒介変数，バーンアウトを従属変数として同様

の分析を実行したところ，95％信頼区間にゼロが含まれており（95%CI [-1.018，.031]），

媒介プロセスは認められなかった． 
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4．考察 

 

 本研究では，運動部活動顧問教員アイデンティティの形成要因として職場内における

ソーシャルサポートの受領・提供に着目し，顧問教員におけるバーンアウトを抑制するプロ

セスを明らかにするために，顧問教員としてのアイデンティティおよび職場内におけるソ

ーシャルサポートの受領・提供との因果関係から説明する仮説モデルを検討することを目

的としていた． 

 まず，本研究で使用した職場における短縮版ソーシャルサポート提供尺度は，従来の尺

度を提供用に書き換えたため，信頼性・妥当性の検討を実施した．クロンバックの α係数の

算出と検証的因子分析の結果，概ね良好な数値であったことから尺度の信頼性・妥当性が確

認された．  

 職場内におけるソーシャルサポートの受領・提供，運動部活動顧問教員アイデンティテ

ィ，バーンアウトの間で相関分析を実施した結果，指導者アイデンティティ，教員アイデン

ティティを形成していれば，バーンアウトに陥っていないという関係性が明らかになった．

この結果は第 1 章研究 2 と同様の結果を得ることができた．ソーシャルサポートの受領か

ら運動部活動顧問教員アイデンティティ，ソーシャルサポートの提供から運動部活動顧問

教員アイデンティティの関連性が認められた．すなわち，ソーシャルサポートとアイデンテ

ィティ形成の関係性を先行研究（山田・長谷川，2010；萩原・磯貝，2014；波多・笠巻，2019）

と同様に示すことができたと考えられる．職業人としてのアイデンティティ形成に，ソーシ

ャルサポートが深いかかわりを持つことが示されているが，顧問教員においては，同じ職場
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で働く同僚との関係性に限定はしているもののアイデンティティ形成に関連していること

が本研究の結果から示唆される．また．これまでの先行研究では教員や競技者を対象とした

ソーシャルサポートの受領・提供とアイデンティティの関連性が明らかにされてきたが，本

研究において，顧問教員でも同様な結果を示すことができた．このことは，課題とされてい

る顧問教員の働き方に関して，ソーシャルサポートの受領・提供が顧問教員としてのアイデ

ンティティ形成に関連しているといった新たな知見を見出せたと考えられる． 

 以上の結果を踏まえ，職場内におけるソーシャルサポートの受領・提供と運動部活動顧

問教員アイデンティティ形成の関連および，運動部活動顧問教員アイデンティティとバー

ンアウトの関連を体系的に説明するモデルの検討をした結果，モデルの妥当性が示された．

職場内におけるソーシャルサポートの受領・提供を基軸とし，運動部活動顧問教員アイデン

ティティを媒介するバーンアウトを抑制するモデルの妥当性を示すことができたことから，

今後，運動部活動顧問教員のメンタルヘルス対策として活用できる可能性が示唆できる． 

 職場内におけるソーシャルサポートの受領・提供から運動部活動顧問教員アイデンテ

ィティへのパスを検討したところ，指導者アイデンティティにおいて，道具的サポート提供

からのパスが有意であることが示された．すなわち，同僚にソーシャルサポートを提供する

ことが，自己の指導者アイデンティ形成に関連があることが示されたと考えられる．同僚に

対し，仕事を手伝うことやフォローすることで，尺度項目にある「必要とされている」や「自

信がある」という意識に繋がり，指導者としてのアイデンティティに関連したと示唆される．

指導者アイデンティティに関してはサポートを同僚から受領する場合は，尺度項目にある

「自分の力が発揮できる」という意識になりにくいと考えられ，指導者アイデンティティ形
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成の促進には繋がらなかったと示唆される． 

教員アイデンティティにおいて，情緒的サポート受領からのパスが有意であることが示

された．この結果はソーシャルサポートとアイデンティティ形成の関連を明らかにした先

行研究（竹澤・小玉，2004；磯谷・岡林，2012）と同様であった．すなわち，教育方針など

に対して支持してもらうことで教員としてのアイデンティティを確立していることが明ら

かにされた．また，情報的サポートや道具的サポート提供からのパスが有意であることが確

認された．同僚に対して，授業などに関する相談にのることやアドバイスをすることあるい

は，クラス運営や学校行事などの課題に対して一緒に対処することで教員としての自己を

形成するということが考えられる．学校組織では，教員同士で協力しあって仕事をすること

が必要であるという文部科学省（2013b）による指摘からも，情報的サポートや道具的サポ

ートを提供することは重要であると示唆される．しかし，道具的サポート受領している教員

は教員アイデンティティが低い傾向にあることが示された．同僚の教員に，実際に仕事を手

伝ってもらうことで，その教員への申し訳なさを感じると同時に，教員としての自信を失っ

てしまう可能性があることが指摘されている（森・三浦，2005）．このような心理的プロセ

スから導かれる教員としての自信の喪失が，教員としてのアイデンティティの低さに繋が

っていると考えられる． 

また，運動部活動顧問教員アイデンティティからバーンアウトへのパスを検討した結果，

いずれも有意であった，この結果は第 1 章研究 2 と同様の結果であった． 

 一方で，バーンアウトに対してソーシャルサポートの受領・提供が運動部活動顧問教員

アイデンティティ経由して関連しているかという間接効果を検討したところ，指導者アイ
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デンティティを介して道具的サポート提供はバーンアウトに関連していることが示唆され

た．つまり，仕事を手伝うことやフォローをすることで指導者としてのアイデンティティと

の関連に繋がり，ひいてはバーンアウトを抑制するといった因果関係が示された． 

また，教員アイデンティティを媒介して，情報的サポート提供，道具的サポート提供ある

いは，情緒的サポート受領がバーンアウトに関連しているかを検討した結果，情報的サポー

ト提供と情緒的サポート受領のみ間接効果が認められた．つまり，顧問教員として働くうえ

での方針や課題に対してアドバイスをしたり，自らの考えを支持してもらったりすること

で，教員としてのアイデンティティが形成され，それによってバーンアウトに陥る可能性が

低くなるといった因果的関係が明らかにされた．情緒的サポート受領について，これまで，

教員を対象とした研究では情緒的サポートはバーンアウトに対して直接的に効果があるこ

とが明らかにされてきた（貝川，2009；川瀬，2014；加藤ほか，2020）が，間接効果も見ら

れることが示唆された．しかしながら，本研究において，バーンアウトへの直接効果も認め

られており，情緒的サポートが教員のバーンアウトに対して緩和作用があることを示した

先行研究の結果（貝川，2009；川瀬，2014；加藤ほか，2020）も支持するものとなった． 

また，道具的サポート提供においては指導者アイデンティティを媒介した時のみ間接効

果が認められ，道具的サポート提供は教員アイデンティティではなく指導者アイデンティ

ティを経由するメカニズムであることが明らかにされた．道具的サポート提供は，バーンア

ウトに直接関連しているというよりは，指導者アイデンティティを介してバーンアウトに

関連していることが示唆された．したがって，他の顧問教員に対して直接的な支援をするこ

とで，指導者としての自信や誇りを持つことに繋がり，バーンアウトに陥らない可能性が示
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された．直接的なサポートを提供するだけでは，バーンアウトは改善されず，自己の指導者

としてのアイデンティティを形成することに繋がる直接的なサポートが必要であることが

示唆された． 

一方，道具的サポート受領がバーンアウトに対して教員アイデンティティを介して関連

していることが示唆され，授業方針やクラス運営に関する課題に対して手伝ってもらって

いる顧問教員は教員アイデンティティが確立できておらず，バーンアウトに陥りやすいと

いった因果的関係が存在する可能性が確認された．上述したように，同僚の教員に，実際に

仕事を手伝ってもらうことで，その教員への申し訳なさを感じると同時に，教員としての自

信を失ってしまう可能性があることが指摘されている（森・三浦，2005）．したがって，教

員としての自信喪失からバーンアウトに陥る可能性が示唆された． 

岡澤（1999）や中村・浦（2000）は，期待したサポートと受領したサポートが一致しない

ことが精神的健康に悪影響を及ぼすことを指摘していることからも，サポートを提供する

側は，受領する側の立場，状況や心情を理解したうえでのサポートをしなければ，逆効果に

なる可能性が考えられる．提供する顧問教員が，受領する顧問教員が自信を喪失しないよう

な配慮をしたサポートを提供することが望まれる．  
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5．まとめ 

 

 顧問教員を対象として職場内におけるソーシャルサポートの受領・提供と運動部活動

顧問教員アイデンティティ形成の関連および，バーンアウト抑制するプロセスを明らかに

するために検討した結果，十分な適合度を得ることができ，妥当性が示された．本研究では，

顧問教員がバーンアウトを抑制するためには，信頼や共感といったサポートを受けたり，顧

問教員としての仕事に関するアドバイスをしたり，実際に仕事を手伝うことが顧問教員と

してのアイデンティティを形成しバーンアウトの抑制に繋がる可能性が示唆された．しか

し，実際に仕事を手伝ってもらっている顧問教員は教員としてのアイデンティティが低い

傾向にあり，バーンアウトに陥りやすい可能性が明らかにされた．これまで健康的に学校組

織を運営するためには，サポートをし合う環境が望まれていたが（文部科学省，2013b），サ

ポートを提供する側は，受領する側の立場，状況や心情を理解したうえでのサポートをしな

ければ，逆効果になる可能性が考えられるため，サポートを受領する顧問教員に十分に配慮

したサポートを提供することが望まれる． 

  



81 

 

研究 2 

ワークモチベーションに着目して 

 

1．目的 

 

 第 2 章研究 2 では，顧問教員におけるバーンアウトを抑制するプロセスを明らかにす

るために，顧問教員としてのアイデンティティおよびワークモチベーションの関連性から

説明する仮説モデル（図 2-3）を構築し，検討することを目的とした．  

 

  



82 

 

2．方法 

 

1）調査対象者 

 

 第 2 章研究 1 の調査対象者と同様． 

 

2）調査内容 

 

（1）バーアウト尺度 

 第 1 章研究 2 で使用したバーアウト尺度（田尾・久保，1996）を用いた． 

 

（2）運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度 

 第 1 章研究 1 で作成した運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度を用いた． 

 

（3）ワークモチベーション尺度 

 Barrick et al.（2002）のワークモチベーション尺度をもとに池田・森永（2017）によって

作成された多側面ワークモチベーション尺度を使用した．この尺度は「競争志向モチベーシ

ョン（他者よりも優れていたい，他者に勝ちたいという競争的達成動機）（以下，競争志向）」

「協力志向モチベーション（職場の同僚との関りや交流などの対人関係における積極性や

協調性を意味する協力的達成動機）（以下，協力志向）」「学習志向モチベーション（新しい
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出来事への知的好奇心，勤勉性，自分の能力を高めることを志向する学習的達成動機）（以

下，学習志向）」「達成志向モチベーション（自ら取り組むべき課題達成に対して意欲的，自

己の達成や自分なりの基準への到達を 目指す達成志向的動機）（以下，達成志向）」4 因子

36 項目（各側面９項目）から構成される．質問への回答は「1：全くあてはまらない」から

「5：非常に当てはまる」の 5 段階で評価する．そして，各因子得点の和が高いほど，それ

ぞれのモチベーションが高いことを示している．取りうる得点範囲は，競争志向：9-45 点，

協力志向：9-45 点，学習志向：9-45 点，達成志向：9-45 点，合計：36-180 点である．なお，

池田・森永（2017）により信頼性・妥当性が認められている．また，美濃（2020）により教

員を対象とした研究においても信頼性・妥当性が確認されている． 

 

 3）分析方法 

 

 はじめに，職場内におけるソーシャルサポート，顧問教員としてのアイデンティティ，

バーンアウトの関連性を検討するため，相関分析を実施した．顧問教員としてのアイデンテ

ィティを媒介要因とした顧問教員におけるバーンアウトを抑制するプロセスを説明する仮

説モデルを検討するため，  パス解析を実施した．統計解析パッケージは IBM SPSS 

Statistics25.0 および，AMOS25.0 を使用した． 

 

 

 



84 

 

 4）倫理的配慮 

 

 調査対象の学校責任者に対して，調査用紙配布前に本研究の意図を説明し，調査内容に

ついては統計的処理により，個人を特定できない状態にすることを書面にて説明し，承諾で

きる場合のみ調査を実施した．また，回答者に対して，調査用紙において承諾の可否を求め，

承諾が得られた場合のみ調査を実施した．本研究は健康・スポーツ科学講座の倫理審査委員

会の承認を得て行われた． 
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3．結果 

 

1）使用した尺度の基本統計量 

 

 研究 2 第 2 章において，使用した各尺度の基本統計量（平均，標準偏差）は以下の通

りである．バーンアウト尺度と運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度については第 1

章で述べたため省略する．ワークモチベーションの競争志向の平均得点は 23.54±8.38，協

力志向の平均得点は 35.04±5.57，学習志向の平均得点は 35.48±5.16，達成志向の平均得

点は 37.33±9.08 であった． 

 

2）相関分析による検討 

 

ワークモチベーションの 4 つの下位尺度，顧問教員としてのアイデンティティの 2 つの

下位尺度，バーンアウトの関連性の検証を行うため，Pearson の相関係数を算出した結果，

競争志向は，協力志向（r=.32，p<.001），学習志向（r=.36，p<.001），達成志向（r=.35，p<.001），

指導者アイデンティティ（r=.18，p<.01），教員アイデンティティ（r=.20，p<.01）との間に

正の相関関係が認められた．協力志向は，学習志向（r=.61，p<.001），達成志向（r=.54，p<.01），

指導者アイデンティティ（r=.19，p<.01），教員アイデンティティ（r=.35，p<.001）との間で

正の相関関係が示され，バーンアウト（r=-.23，p<.001）との間で負の相関関係が明らかに

された．学習志向は，達成志向（r=.71，p<.001），指導者アイデンティティ（r=.24，p<.001），
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教員アイデンティティ（r=.39，p<.001）との間で正の相関関係が確認され，バーンアウト

（r=-.29，p<.001）との間で負の相関関係が明らかにされた．達成志向は，指導者アイデン

ティティ（r=.26，p<.001），教員アイデンティティ（r=.41，p<.001）との間で正の相関関係

が認められ，バーンアウト（r=-.32，p<.001）との間で負の相関関係が確認された．指導者

アイデンティティは，教員アイデンティティ（r=.47，p<.001）との間で正の相関関係が明ら

かにされ，バーンアウト（r=-.43，p<.001）との間で負の相関関係が認められた．教員アイ

デンティティは，バーンアウト（r=-.52，p<.001）との間で負の相関関係が示された（表 2-

2）． 

 

 

 

 

競争志向 協力志向 学習志向 達成志向
指導者

アイデンティティ
教員

アイデンティティ
バーンアウト

競争志向 1.00

協力志向 .32*** 1.00

学習志向 .36*** .61*** 1.00

達成志向 .35*** .54** .71*** 1.00

指導者
アイデンティティ

.18** .19** .24*** .26*** 1.00

教員
アイデンティティ

.20** .35*** .39*** .41*** .47*** 1.00

バーンアウト -.33 -.23*** -.29*** -.32*** -.43*** -.52*** 1.00

** p<.01；*** p<.001

表2-2　相関分析の結果
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3）パス解析によるモデルの検討 

 

 本研究では，顧問教員におけるバーンアウトを抑制するプロセスを明らかにするため，

顧問教員としてのアイデンティティおよびワークモチベーションとの因果的関係から説明

する仮説モデルのパス解析を実施した．独立変数としてワークモチベーションの 4 つの下

位尺度，媒介変数として指導者アイデンティティ，教員アイデンティティ，従属変数として

バーンアウトを位置づけて，パス解析を行った． また，有意な相関関係が認められた独立

変数にのみ，共変量を設定した． 

 適合度指標は，GFI，AGFI，CFI，RMSEA を使用した．本研究で仮定したモデルに対し

て適合度を検討した結果，GFI=.988，AGFI=.922，CFI=.988，RMSEA＝.083 であった（図 2-

4）． 
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4）各パスの検討 

 

 ワークモチベーションから指導者アイデンティティと教員アイデンティティへのパス

を検討したところ，有意であったパスは，協力志向から教員アイデンティティへのパス（β

=.13，t=1.96，p<.05），達成志向から指導者アイデンティティへのパス（β=.16，t=1.97，p<.05），

達成志向から教員アイデンティティへのパス（β=.23，t=3.09，p<.01），であった．有意では

なかったパスは，競争志向から指導者アイデンティティへのパス（β=.09，t=1.43，n.s.），競

争志向から教員アイデンティティへのパス（β=.03，t=.50，n.s.），協力志向から指導者アイ

デンティティ（β=.03，t=.39，n.s.），学習志向から指導者アイデンティティへのパス（β=.09，

t=1.00，n.s.），学習志向から教員アイデンティティへのパス（β=.13，t=1.68，n.s.）となっ
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た．運動部活動顧問教員アイデンティティからバーンアウトへのパスを検討した結果，指導

者アイデンティティと教員アイデンティティからバーンアウトへのパスが有意であること

が示された（順にβ=-.24，t=4.44，p<.001；β=-.41，t=7.75，p<.001）． 

 

5）媒介プロセスの検討 

 

 ワークモチベーションが運動部活動顧問教員アイデンティティを媒介して，バーンア

ウトに寄与するのかを検討した．分析モデルは，独立変数にすべての要因を投入し，相関関

係が認められた要因間には共変量を設定した．分析モデルはひとつであるが，前項で明らか

にされた有意であったパスごとに記載する．最初に，協力志向を独立変数，教員アイデンテ

ィティを媒介変数，バーンアウトを従属変数とした媒介モデルについて検討した．その結果，

直接効果が b＝-.01（β＝-.01，n.s.），間接効果が b＝-.09（β＝-.06）であった．間接効果の

有意性についてはブートストラップ法（バイアス修正法，リサンプリング回数 5000 回）に

よって間接効果の 95％信頼区間を算出して確認した．その結果，間接効果の 95％信頼区間

にゼロが含まれていなかった（95%CI [-.182，-.003]）．したがって，教員アイデンティティ

の媒介プロセスが認められた．次いで，達成志向を独立変数，指導者アイデンティティを媒

介変数，バーンアウトを従属変数とした媒介モデルについて検討したところ，95％信頼区間

にゼロが含まれており（95%CI [-.173，007]），媒介プロセスは認められなかった．また，達

成志向を独立変数，教員アイデンティティを媒介変数，バーンアウトを従属変数として同様

の分析を実行したところ，その結果，直接効果が b＝-.20（β＝-.11，n.s.），間接効果が b＝
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-.23（β＝-.12）であった．間接効果の有意性について，間接効果の 95％信頼区間にゼロが

含まれていなかった（95%CI [-.337，-.029]）ため，教員アイデンティティの間接効果は有意

であった．  
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4．考察 

 

 本研究は，運動部活動顧問教員のアイデンティティの形成要因としてワークモチベー

ションに着目し，運動部活動顧問教員アイデンティティ形成との関連を基軸としたバーン

アウト抑制モデルを構築し，検討することを目的とした．  

 顧問教員におけるバーンアウトを抑制するプロセスを明らかにするため，顧問教員と

してのアイデンティティおよびワークモチベーションとの因果的関係から説明する仮説モ

デルの共分散構造分析を実施した．仮定したモデルに対して適合度を検討した結果，

GFI=.988，AGFI=.922，CFI=.988，RMSEA＝.083 であった．GFI，AGFI，CFI は，モデル

が適合するためには 1 に近いほどモデルの説明力があるとされ，一般的に.90 以上が当て

はまりの良い判断基準とされている（小塩，2017）．また，RMSEA は.10 以下で当てはま

りがいいとされている（小塩，2017）．以上のことから，概ね良好な値が得られ，モデル

の妥当性が認められた．ワークモチベーションを基軸とし，運動部活動顧問教員アイデン

ティティを媒介するバーンアウトを抑制するモデルの妥当性を示すことができたことか

ら，今後，運動部活動顧問教員のメンタルヘルス対策として活用できる可能性が示唆でき

る． 

 ワークモチベーションから運動部活動顧問教員アイデンティティへのパスの検討をし

たところ，協力志向から教員アイデンティティへのパスが有意であることが示された．す

なわち，同僚とよい関係を築こうとすることや協力する必要性を考えることが，教員とし

ての自己認識に繋がることが明らかになった．永井（1977）は，教員文化の根底をなして
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いるのは学年同僚との調和であることを指摘している．また，中央教育審議会「チームと

しての学校の在り方と今後の改善方策について（答申）」では，「チームとしての学校が求

められている」と述べられている（文部科学省，2015）．以上のような文化や方策によ

り，協力志向を持って勤務することが当然という考えになり，教員としての役割を形成す

ることに繋がっていると考えられる． 

また，達成志向から教員アイデンティティと指導者アイデンティティへのパスが有意で

あることが明らかになった．すなわち，顧問教員としての仕事に関する職務を全うするた

めに仕事に取り組み続けることが，教員としての役割をより形成しているということが明

らかになった．働くために資格を必要とする専門家を対象に，達成動機を持って勤務する

ことで職業的アイデンティティが形成されることは示されていたが（前田，2009），本研

究において，顧問教員に対しても同様の結果が得られた．教員は子どものために自己犠牲

も厭わず献身的に職務を果たす存在といった文化やイメージがあると指摘されており，そ

のように働くことが教員としてのアイデンティティを確保するための手段であると示され

ている（久冨，1998）．そのような文化から，職務を全うするまで決して諦めないといっ

た達成志向を持つ教員が，教員としての役割を形成していることが示唆される．また，優

れたスポーツ指導者になるためには，目標を設定し，目標を達成するための手段を準備す

るといったプロセスを実践する必要性が指摘されている（會田，2014）．このことから，

自らの職務上にある目標達成のために挑戦することで，指導者としてのアイデンティティ

が形成される可能性が考えられる．  

中央教育審議会「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について
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（答申）」では「教職生活全体を通じて，実践的指導力等を高めるとともに，社会の急速

な進展の中で，知識・技能の絶えざる刷新が必要であることから，教員が探究力を持ち，

学び続ける存在であることが不可欠である．」と示されている（文部科学省，2012）．ま

た，一人一人の教員が教職へのモチベーションを持ち続け，専門職としてふさわしい活躍

ができるよう，「教員同士が学び合う環境づくり」の重要性も示されている．しかしなが

ら，学習志向から運動部活動顧問教員の 2 つのアイデンティティへのパスは有意ではな

く，運動部活動顧問教員アイデンティティの形成には，自らの知識やスキルを伸ばすこと

は関連しないことが示された．  

また，運動部活動顧問教員アイデンティティからバーンアウトへのパスを検討した結

果，いずれも有意であった．この結果は第 1 章研究 2 と同様の結果であった． 

一方で，バーンアウトに対して，ワークモチベーションが運動部活動顧問教員アイデン

ティティを介して関連しているかといった間接効果を検討したところ，協力志向，達成志

向は教員アイデンティティを媒介してバーンアウトに関連していることが明らかになっ

た．達成志向が指導者アイデンティティを経由してバーンアウトに関連する間接効果は認

められなかった． 

協力志向について，考察する．日ごろからコミュニケーションを交わすことで，教員の

メンタルヘルス向上の一助になることが指摘されている（永田・赤坂，2021）．しかし，

本研究の結果から，コミュニケーションを交わすことが直接的にバーンアウトに関連する

のではなく，「職場内でよい関係を築く」こと，あるいは「仲良くしようとする」こと

で，教員としての自己の役割を理解し，仕事を続けたいと思うようになることが明らかに
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された． 

達成志向については，教員アイデンティティを媒介してバーンアウトに関連しているこ

とが明らかになった．顧問教員としての職務に対してひたむきに取り組むことで，直接的

にバーンアウトを抑制するのではないことが確認された．したがって，職務に従事し，教

育のあり方についての考えを確立することがバーンアウトの抑制に繋がる可能性が示唆さ

れた． 

したがって，本研究の結果から協力志向や達成志向を持つことで教員アイデンティティ

の形成に繋がり，ひいてはバーンアウトの抑制に繋がるといった因果的なメカニズムが示

された．よって，学校組織管理者や講習会・セミナーなどで，教員としてのアイデンティ

ティを確立するための協力志向や達成志向を育てることが重要であることが推察される．

学校組織という中で，同僚と協力し合い，職務を達成するために挑戦し続けることが，教

員としての自我を形成し，自身のメンタルヘルスの維持に繋がるであろう． 
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5．まとめ 

 

 顧問教員を対象としてワークモチベーションと運動部活動顧問教員アイデンティティ

形成の関連および，バーンアウトを抑制するプロセスを明らかにするために検討した結果，

構築した仮説モデルは十分な適合度を得ることができ，妥当性が示された．本研究では，顧

問教員がバーンアウトを抑制するためには，同僚といい関係を築くための取り組みを継続

的に行ったりする協力志向や，職務を全うするまで気を抜かずに取り組み続ける達成志向

を持つことが，運動部活動顧問教員としてのアイデンティティを形成する可能性が示唆さ

れた．また，アイデンティティを形成している顧問教員はバーンアウトに陥っていないこと

が示された．今後，学校組織管理者からの指導や講習会・セミナーなどで，教員の協力志向

や達成志向を育てることが重要であることが推察される． 
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研究 3 

職場におけるソーシャルサポートとワークモチベーションの包括的モデル 

 

1． 目的 

 

第 2 章研究 1，研究 2 において，運動部活動顧問教員アイデンティティの形成要因とし

て社会的要因，心理的要因に着目して検討した．その結果，それぞれの要因の中で運動部

活動顧問教員アイデンティティを形成する要因が明らかになった．しかし，それぞれで検

討したため，どの要因が運動部活動顧問教員アイデンティティの形成に有用であるかは明

らかにすることができていない．そこで，第 2 章研究 3 では，顧問教員におけるバーンア

ウトを抑制するプロセスを明らかにするために，顧問教員としてのアイデンティティ，職

場内におけるソーシャルサポートおよび，ワークモチベーションの関連性から説明する仮

説モデル（図 2-5）を構築し，運動部活動顧問教員アイデンティティへの影響力の比較を

試みることを目的とした． 
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2． 方法 

 

1）調査対象者 

 

第 2 章研究 1 の調査対象者と同様． 

 

2）調査内容 

 

（1）バーンアウト尺度 

 第 1 章研究 2 で使用したバーンアウト尺度（田尾・久保，1996）を用いた． 

 

（2）運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度 

 第 1 章研究 1 で作成した運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度を用いた． 

 

（3）職場における短縮版ソーシャルサポート尺度 

 第 2 章研究 1 で使用した職場における短縮版ソーシャルサポート尺度（森・三浦，2006）

を用いた． 

 

（4）ワークモチベーション尺度 

 第 2 章研究 2 で使用したワークモチベーション尺度（池田・森永，2017）を用いた． 
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3）分析方法 

 

 はじめに，職場内におけるソーシャルサポート，ワークモチベーションの関連性を検討

するため，相関分析を実施した．顧問教員としてのアイデンティティを媒介要因とした顧問

教員におけるバーンアウトを抑制するプロセスを説明する仮説モデルを検討するため， パ

ス解析を実施した．統計解析パッケージは IBM SPSS Statistics25.0 および，AMOS25.0 を使

用した． 

 

 4）倫理的配慮 

 

 調査対象の学校責任者に対して，調査用紙配布前に本研究の意図を説明し，調査内容に

ついては統計的処理により，個人を特定できない状態にすることを書面にて説明し，承諾で

きる場合のみ調査を実施した．また，回答者に対して，調査用紙において承諾の可否を求め，

承諾が得られた場合のみ調査を実施した．本研究は健康・スポーツ科学講座の倫理審査委員

会の承認を得て行われた． 
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3．結果 

 

1）相関分析による検討 

 

 職場におけるソーシャルサポートの受領・提供の各 3 つの下位尺度，ワークモチベー

ションの 4 つの下位尺度の関連性の検証を行うため，Pearson の相関係数を算出した．職場

内におけるソーシャルサポート内，ワークモチベーション内の相関分析の結果は，第 2 章

研究 1，研究 2 で記述しているため，ここでは省略する．以下に結果を述べる．情報的サ

ポート受領は，競争志向（r=.09，n.s.），協力志向（r=.34，p<.001），学習志向（r=.34，

p<.001），達成志向（r=.19，p<.001）という結果が示された．道具的サポート受領は，競争

志向（r=.01，n.s.），協力志向（r=.25，p<.001），学習志向（r=.23，p<.001），達成志向

（r=.12，p<.05）という結果が明らかになった．情緒的サポート受領については，競争志

向（r=.03，n.s.），協力志向（r=.35，p<.001），学習志向（r=.29，p<.001），達成志向

（r=.24，p<.001）という結果が認められた．情報的サポート提供は，競争志向（r=.05，

n.s.），協力志向（r=.31，p<.001），学習志向（r=.21，p<.001），達成志向（r=.21，p<.001）

という結果が明らかになった．道具的サポート提供は，競争志向（r=.10，n.s.），協力志向

（r=.37，p<.001），学習志向（r=.26，p<.001），達成志向（r=.28，p<.001）という結果が示

された．情緒的サポート提供は，競争志向（r=.02，n.s.），協力志向（r=.35，p<.001），学

習志向（r=.25，p<.001），達成志向（r=.21，p<.001）という結果が認められた（表 2-3）． 
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（2）パス解析によるモデルの検討 

 

 本研究では，顧問教員におけるバーンアウトを抑制するプロセスを明らかにするため，

顧問教員としてのアイデンティティ，職場内におけるソーシャルサポート，およびワークモ

チベーションとの関連性から説明する仮説モデルのパス解析を実施した．仮説モデル 1 と

して独立変数に職場内におけるソーシャルサポートならびにワークモチベーションのすべ

ての下位尺度，媒介変数として運動部活動顧問教員アイデンティティ，従属変数にバーンア

情報的サポート
受領

道具的サポート
受領

情緒的サポート
受領

情報的サポート
提供

道具的サポート
提供

情緒的サポート
提供

競争志向 協力志向 学習志向 達成志向

情報的サポート
受領

1.00

道具的サポート
受領

.79*** 1.00

情緒的サポート
受領

.68*** .61*** 1.00

情報的サポート
提供

.21*** .17** .37*** 1.00

道具的サポート
提供

.24*** .24*** .39*** .70*** 1.00

情緒的サポート
提供

.40*** .44*** .54*** .33** .42*** 1.00

競争志向 .09 .01 .03 .05 .10 .02 1.00

協力志向 .34*** .25*** .35*** .31*** .37*** .35*** .32*** 1.00

学習志向 .34*** .23*** .29*** .21*** .26*** .25*** .36*** .61*** 1.00

達成志向 .19*** .12* .24*** .21*** .28*** .21*** .35*** .54*** .71*** 1.00

表2-3　相関分析の結果

* p<.05，** p<.01，*** p<.001
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ウトを位置づけた．仮説モデル 2 として第 2 章研究 1 および研究 2 において，運動部活動

顧問教員アイデンティティに対して有意であった要因のみ（道具的サポート受領，情緒的サ

ポート受領，情報的サポート提供，道具的サポート提供，協力志向，達成志向）を独立変数

に設定した．また，有意な相関関係が認められた独立変数にのみ，共変量を設定した．以上

の 2 つのモデルを設定し，パス解析を実行した． 

 適合度指標は，GFI，AGFI，CFI，RMSEA，2 つのモデルを比較するため AIC（Akaike’s 

Information Criterion）を採用した．仮説モデル 1 に対して適合度を検討した結果，GFI=.97，

AGFI=.84，CFI=.97，RMSEA=.10，AIC=176.85 であった．仮説モデル 2 に対して適合度を

検討した結果，GFI=.99，AGFI=.95，CFI=.99，RMSEA=.04，AIC=86.83 であった．GFI，AGFI，

CFI は，モデルが適合するためには 1 に近いほどモデルの説明力があるとされ，一般的に.90

以上が当てはまりの良い判断基準とされている（小塩，2017）．また，RMSEA は.10 以下

で当てはまりがいいとされている（小塩，2017）．AIC は数値が小さいほど当てはまりが良

いとされている（朝野ほか，2005）．したがって，仮説モデル 1 より仮説モデル 2 の方が当

てはまりがいいため，今後の分析において，仮説モデル 2（図 2-6）を採用することとした． 
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（3）各パスの検討 

 

 独立変数から運動部活動顧問教員アイデンティティへのパスを検討したところ，指導

者アイデンティティに対して，正の関連を示したのはワークモチベーションの達成志向（β

=.19，p<.01）のみ有意であった．ソーシャルサポートは正の関連を示さず，道具的サポート

受領は負の関連（β=-.13，p<.05）が明らかにされた．教員アイデンティティに対して，正

の関連を示した要因の中で，ワークモチベーションの達成志向（β=.27，p<.001）が最も強

い影響を及ぼしており，次いで，ソーシャルサポートの情報的サポート提供（β=.22，p<.001）

が影響していた．3 番目は，情緒的サポート受領（β=.20，p<.01）が影響を及ぼしていた．
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また，教員アイデンティティに対しても，道具的サポート受領は負の関連（β=-.19，p<.01）

を示していた． 

運動部活動顧問教員アイデンティティからバーンアウトへのパスを検討した結果，指導

者アイデンティティと教員アイデンティティからバーンアウトへのパスが有意であること

が示された（順にβ=-.24，t=4.44，p<.001；β=-.41，t=7.75，p<.001）（図 2-6）． 
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4．考察 

 

 顧問教員におけるバーンアウトを抑制するプロセスを明らかにするために，顧問教員

としてのアイデンティティ，職場内におけるソーシャルサポート，およびワークモチベー

ションの関連性から説明する仮説モデルを構築し，影響力の比較を試みることを目的とし

た． 

 独立変数から運動部活動顧問教員アイデンティティへのパスを検討した結果，有意な

正のパスは情緒的サポート受領，情報的サポート提供，達成志向からのパスであった．指

導者アイデンティティに対して，研究 1 では有意であった道具的サポート提供が有意では

なくなり，有意なパスは研究 2 と同様に達成志向のみであった．つまり，社会的・心理的

要因のうち，顧問教員としての職務を全うするまで，諦めることなく取り組むといった達

成志向を高めることが，自らが指導者だという自己を形成するために必要なことであるこ

とが示唆された． 

一方，教員アイデンティティについては，情緒的サポート受領，情報的サポート提供，

達成志向からのパスが有意であり，達成志向が最も強い影響を示していた．研究 1，2 で

有意であった道具的サポート提供，協力志向は有意ではなくなった．したがって，顧問教

員としての職務を全うするまで，諦めることなく取り組みながら，情緒的なサポートを受

ける，あるいはアドバイスといったサポートをすることで教員としての役割を自覚するこ

とに繋がると考えられる． 

 また，道具的サポート受領は指導者アイデンティティ，教員アイデンティティに対し
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て，いずれも有意な負のパスが認められた．上述したように，同僚の教員に，実際に仕事

を手伝ってもらうことで，その教員への申し訳なさを感じると同時に，教員としての自信

を失ってしまう可能性があることが指摘されている（森・三浦，2005）．したがって，顧

問教員としての業務を負担してもらうことで，指導者や教員としての自覚を失ってしま

い，バーンアウトになる可能性が示唆される．学校組織を運営するためには，サポートを

し合う環境が望まれている（文部科学省，2013b）が，同僚教員間での道具的サポートに

関しては，受け手側の心理的負債感への配慮が必要と考えられる． 

以上の結果を踏まえ，包括的に検討すると，顧問教員としてのアイデンティティを形成

するためには，自らの職務に対してひたむきに取り組む姿勢である達成志向を重視するこ

とが必要であると考えられる．しかし，ひたむきに取り組む中で，同僚から直接的なサポ

ートを受けることで顧問教員としてのアイデンティティが形成されない可能性が示唆され

た．したがって，ひたむきに取り組みつつ，同僚から考えを支持や理解してもらうといっ

た情緒的なサポートを受けた方が顧問教員としてのアイデンティティを形成すると考えら

れる．また，職務を遂行する中で培ったことをもとに，問題解決のためのアドバイスをす

ることの必要性が示唆された． 

学校現場では，自らの職務を全うするという志向が必要であることを共有し，そのため

に行うサポートは，実際に仕事を負担してあげることよりも，相談にのったり，アドバイ

スをしたりすることで情緒的な面をサポートする方が望ましいと推察される． 
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5．まとめ 

 

 顧問教員におけるバーンアウトを抑制するプロセスを明らかにするために，顧問教員

としてのアイデンティティ，職場内におけるソーシャルサポートおよび，ワークモチベー

ションの関連性から説明する仮説モデル（図 2-5）を構築し，運動部活動顧問教員アイデ

ンティティへの影響力の比較を試みることを目的とした．その結果，構築した仮説モデル

は十分な適合度を得ることができ，妥当性が示された．本研究の結果から，顧問教員とし

ての職務を全うするまで，諦めることなく取り組むといった達成志向を持つことは指導

者，ならびに教員としての役割を自覚することに最も繋がることが明らかにされた．ま

た，自身の考えを理解してもらうこと，あるいは同僚の相談に乗ることで教員としてのア

イデンティティが形成される可能性が示された．一方，仕事を実際に手伝ってもらうこと

で，顧問教員としてのアイデンティティが形成されず，バーンアウトに陥る可能性が本研

究の結果から示唆された．したがって，自分の職務の完了を目指しながら働くことを最も

重視し，サポートを受ける際は，仕事を直接手伝ってもらうのではなく，同僚に考えを支

持してもらい，情緒的なアドバイスをすることがバーンアウトに陥らないために必要であ

ろう． 
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1．本研究で得られた結果 

 

 本研究では，顧問教員の教員としてのアイデンティティ，運動部活動の指導者としての

アイデンティティとバーンアウトの関連性を示し，また，顧問教員の二側面のアイデンティ

ティを形成するためには，どのようなサポートの受領・提供が関連するのか，あるいは，ど

のような動機や志向性が関連するかを明らかにし，顧問教員におけるバーンアウトの抑制

モデルを構築することを目的として行われた．また，モデル構築に伴い，顧問教員の二側面

のアイデンティティを測定するための評価方法を確立することを目的としていた． 

 本研究で得られた結果は以下のとおりである． 

 

1）運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度の確立について 

 

 運動部活動顧問教員アイデンティティの評価方法を確立するため，Erikson（1959）の自

我アイデンティティの感覚を構成する要素である「斉一性」，「連続性」，「個人的側面：自己

確信」，「社会的側面：自分と他者双方の認知の一致」といった内容を含んだ項目を選定した．

調査対象者は運動部活動顧問を担当している中学校教員 328 名（男性：225 名，女性：103

名）であった．運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度の信頼性（内的一貫性）・妥当性

（基準関連妥当性・構成概念妥当性）を検討した結果，2 因子 39 項目の評価尺度として十

分な信頼性・妥当性を確認した．基本的属性間での比較について検討した結果，保健体育教

員や過去に経験がある競技を指導している顧問教員において，指導者アイデンティティが
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有意に高いことが明らかになった．また，教員歴が長い顧問教員は教員アイデンティティが

低い傾向にあるが，指導歴が長い顧問教員は指導者アイデンティティが高いことが示され

た．以上のことから，信頼性・妥当性を十分に有する運動部活動顧問教員アイデンティティ

尺度を作成し，その特徴を示した． 

 

2）運動部活動顧問教員アイデンティティとバーンアウトの関連性について 

 

 第 1 章研究 1 で作成した評価尺度を用いて，運動部活動顧問教員アイデンティティと

バーンアウトの関連性を検討した結果，性別，年齢，担当科目，過去の競技経験といった調

整因子を統制した状態でも，教員アイデンティティ因子，指導者アイデンティティ因子のい

ずれもバーンアウトと関連していることが示された．バーンアウト状態に陥らないために

は，2 つのアイデンティティをそれぞれ形成する必要性があることが示唆された．また，顧

問教員のバーンアウト状況について，女性が男性より有意にバーンアウト得点が高いこと，

保健体育を担当する顧問教員は，それ以外の科目を担当する顧問教員より，有意にバーンア

ウト得点が低いことが明らかになった．さらに，過去に競技経験がある顧問教員と経験がな

い顧問教員はバーンアウト得点に有意な差が認められなかった．以上のことから，顧問教員

におけるバーンアウトの状況が明らかになり，アイデンティティとバーンアウトの関連性

が示された． 
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3）職場内におけるソーシャルサポートの受領・提供との関連性について 

 

 運動部活動顧問教員アイデンティティの形成要因として，社会的要因である職場内に

おけるソーシャルサポートの受領・提供に着目し，そして，運動部活動顧問教員アイデンテ

ィティとバーンアウトが関連していることを体系的に示すことができるバーンアウト抑制

モデルの構築を試みた結果，道具的サポートを提供することで，指導者アイデンティティが

形成されることが明らかになった．また，情緒的サポート受領，情報的サポート提供，道具

的サポート提供をすることで教員アイデンティティを形成し，2 つのアイデンティティがバ

ーンアウトの規定要因となっていることが体系的に示された． 

 

4）ワークモチベーションとの関連性について 

 

運動部活動顧問教員アイデンティティの形成要因として，心理的要因であるワークモチ

ベーションに着目し，そして，運動部活動顧問教員アイデンティティとバーンアウトが関連

していることを体系的に示すことができるバーンアウト抑制モデルの構築を試みた結果，

達成志向を持つことが指導者アイデンティティを形成することが示された．また，協力志向

ならびに達成志向を持つことは教員としてのアイデンティティを形成し，2 つのアイデンテ

ィティがバーンアウトの規定要因となっていることが示された． 
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5）職場内におけるソーシャルサポートとワークモチベーションの包括的モデルについて 

 

 職場内におけるソーシャルサポートの受領・提供とワークモチベーションを独立変数，

運動部活動顧問教員アイデンティティを媒介変数として，バーンアウト抑制モデルの構築

を試みた結果，指導者アイデンティティの形成に寄与しているのは達成志向であった．また，

教員アイデンティティの形成と関連しているのは，情緒的サポート受領，情報的サポート提

供，ならびに達成志向であり，最も影響を与えているのは達成志向であった．さらに，道具

的サポートを受けている顧問教員は運動部活動顧問教員アイデンティティを形成していな

いことが明らかにされた． 

 

以上のことから，本研究の結果は次のように要約される． 

 顧問教員におけるアイデンティティを測定するための評価方法が確立された．また，そ

の評価方法は，心理学分野で主に採用されている手法に則り，信頼性および妥当性を検討し，

十分な有用性を有していることが確認された．この評価方法を用いて，バーンアウトとの関

連性を検討し，アイデンティティを形成している顧問教員はバーンアウトに陥っていない

ことが示された．さらに，アイデンティティの形成要因として社会的要因である職場におけ

るソーシャルサポートの受領・提供に着目し検討した．その結果，情緒的サポート受領，情

報的サポート提供，道具的サポート提供がアイデンティティの形成要因となっていること

が明らかになった．また，心理的要因であるワークモチベーションに着目して検討した結果，

協力志向や達成志向を持つ顧問教員はアイデンティティを形成していることが確認された．
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関連性が認められた社会的要因，心理的要因をまとめて検討した結果，達成志向を持つこと

が最も効果的であり，情緒的サポートを受けたり，情報的サポートを提供したりすることが

アイデンティティの形成に寄与しており，道具的サポート受領がアイデンティティの形成

の阻害要因となっていることが示された． 
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2．総合的考察 

 

顧問教員がメンタルヘルスの問題に直面していることが問題視されており，対人援助職

のストレス度合いを検討するためにはバーンアウトに着目する必要性が指摘されている

（森，2007）．また，教員のバーンアウトは生徒の教育にも支障をきたすことが明らかにさ

れていること（斉藤，2004；伊藤，2007）から，それを規定する要因の検討をすることは，

わが国の学校組織を運営するうえで意義のあることであるといえる． 

 そこで本研究では，バーンアウトを抑制するモデルの検討を実施した．バーンアウトの

規定要因として個人的要因を検討する必要性（Richardsen & Burke, 1995）が指摘されている

ことから，アイデンティティに焦点をあて，さらに，アイデンティティの形成要因を検討し

た．これらを体系的に捉えたモデルの検討を実施した． 

 本研究で得られた結果と研究仮説を中心として，総合的に考察を行う． 

 

1）仮説の支持について 

 

 仮説 1 に対して，第 1 章研究 2 において階層的重回帰分析を実施し，基本的属性を統

制したうえで運動部活動顧問教員アイデンティティとバーンアウトの関連性を検証した結

果，指導者アイデンティティを形成している顧問教員，教員アイデンティティを形成してい

る顧問教員はバーンアウトに陥っていないことが明らかになった．したがって，仮説 1 は支

持されたこととなる． 
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 仮説 2 について，第 2 章研究 1 において，職場におけるソーシャルサポートの受領・提

供が運動部活動顧問教員アイデンティティと関連しているかを明らかにするため，職場に

おけるソーシャルサポートの受領・提供を独立変数，バーンアウトを従属変数，運動部活動

顧問教員アイデンティティを媒介変数として共分散構造分析を実施した結果，道具的サポ

ートを提供している顧問教員は，指導者アイデンティティを形成していることが明らかに

なった．また，情緒的サポート受領，情報的サポート提供，道具的サポート提供をすること

で教員アイデンティティを形成することが示された．しかし，道具的サポート受領は教員ア

イデンティティの形成を阻害する可能性が確認された． 

一方，第 2 章研究 3 において，ソーシャルサポートとワークモチベーションを包括的に

検討した結果，情緒的サポート受領，情報的サポート提供は教員アイデンティティと有意な

関連が認められ，形成要因となる可能性が明らかにされた．また，道具的サポート受領は教

員アイデンティティだけでなく，指導者アイデンティティにおいても形成を阻害する可能

性が確認された． 

この結果から，バーンアウトへの一連の流れを踏まえたモデルを構築した場合，教員アイ

デンティティを形成するためには，情緒的サポート受領，情報的サポート提供が必要である

ことが示された．しかし，道具的サポートを受けることは顧問教員としてのアイデンティテ

ィの形成を阻害する可能性が明らかになった．したがって，部分的に仮説 2 を支持したもの

の新たな視点が追加された． 

 仮説 3 に対して，第 2 章研究 2 において，ワークモチベーションを独立変数，バーンア

ウトを従属変数，運動部活動顧問教員アイデンティティを媒介変数としてパス解析を実施
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した結果，達成志向と指導者アイデンティティ，協力志向ならびに達成志向と教員アイデン

ティティが関連していることが明らかになった． 

一方，第 2 章研究 3 において，ソーシャルサポートとワークモチベーションを包括的に

検討した結果，達成志向のみ指導者アイデンティティ，あるいは教員アイデンティティの形

成要因となっていることが示された． 

この結果から，ワークモチベーションの中でも，主に達成志向が顧問教員としてのアイデ

ンティティの形成には必要であり，競争志向や学習志向はアイデンティティの形成に関連

しないという仮説 3 を一部支持するものの，さらに新たな知見が得られた． 

 

2）仮説の支持の理由 

 

 仮説 1，仮説 2 および，仮説 3 が支持された理由について考察すると，職場内において

人間関係から生起するソーシャルサポートやワークモチベーションが顧問教員としてのア

イデンティティを形成し，その役割がバーンアウトを抑制していることが考えられる．また，

ソーシャルサポートと運動部活動顧問教員アイデンティティの関連を検討すると，指導者

アイデンティティにおいて，ソーシャルサポートを受領することは，関連しないことを示し

た．このことについて，ソーシャルサポートを同僚から受領する場合は，「自分の力を発揮

できる」意識になりにくいと考えられ，指導者アイデンティティ形成の促進には繋がらなか

ったと示唆される．道具的サポートの提供と関連があったことは，同僚に対し，顧問教員と

しての仕事を手伝うことやフォローすることで，「必要とされている」や「自信がある」と
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いう意識に繋がり，指導者としてのアイデンティティ形成に繋がったと考えられる．教員ア

イデンティティにおいて，情緒的サポートを受領することと関連があったことについて，顧

問教員として働くうえでの方針などに対して支持してもらうことで教員としてのアイデン

ティティを確立しているのであろう．情報的サポートや道具的サポートの提供と関連があ

ったことについて，学校組織では教員同士で協力しあって仕事をすることが必要であると

いう指摘（文部科学省，2013）があるように，同僚に対して，相談にのることやアドバイス

をすること，あるいは顧問教員として働くうえでの課題に対して一緒に対処することで教

員としての自己を形成するということが考えられる．しかし，道具的サポートを受領するこ

とで教員アイデンティティの形成を阻害することが示されている．道具的サポートを提供

することで教員アイデンティティの形成が促進され，道具的サポートを受領することで教

員アイデンティティの形成が阻害されるパラドックス的関係が生じている．この関係性を

解消するためには，道具的サポートを受領することで感じる他の教員への申し訳なさとい

った心理的負債感への配慮が必要であると考えられる． 

 また，ワークモチベーションと運動部活動顧問教員アイデンティティの関連を検討す

ると，指導者アイデンティティにおいて，達成志向と関連があることが示された．このこと

について，目標を設定し，その目標に向かって挑戦することで指導者としてのアイデンティ

ティが形成される可能性が考えられる．教員アイデンティティにおいて，協力志向や達成志

向と関連があることが示された．このことについて，学校組織はチームとして活動すること

が求められており，同僚と協力して勤務している教員は，教員としてのアイデンティティ形

成をしていると考えられる．また，教員は子どものために自己犠牲も厭わず献身的に職務を
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果たす存在といった文化があると指摘されており，そのように働くことが教員としてのア

イデンティティを確保するための手段であると示されている（久冨，1998）．そのような文

化から，職務を全うするまで決して諦めないといった達成志向を持つ教員が，教員としての

役割を形成していることが示唆される． 

 ソーシャルサポート，ならびにワークモチベーションと運動部活動顧問教員アイデン

ティティとの関連性を包括的に検討した結果，達成志向が検討した要因の中で指導者アイ

デンティティ，教員アイデンティティに最も強い影響を及ぼしていた．また，情緒的サポー

ト受領，情報的サポート提供は教員アイデンティティとの関連が明らかにされ，道具的サポ

ート受領は指導者アイデンティティ，教員アイデンティティのいずれも負の関連性が確認

された．このことから，自らの職務に対して効率的に取り組むことを重視して働く中で，同

僚から直接的なサポートを受けてしまうと顧問教員としてのアイデンティティが形成され

ない可能性が示唆された．したがって，仕事に対してひたむきに取り組むことに最も注力し，

同僚から考えを支持や理解してもらうといった情緒的なサポートを受けた方が顧問教員と

してのアイデンティティを形成すると考えられる．また，職務を遂行する中で培ったことを

もとに，問題解決のためのアドバイスをすることが必要である可能性が示された．学校現場

では，自らの職務を全うするという志向が必要であることを共有し，そのために行うサポー

トは，実際に仕事を負担してあげることよりも，相談にのったり，アドバイスをしたりする

ことで情緒的な面をサポートする方が望ましいと推察される． 

 一方で，運動部活動顧問教員アイデンティティとバーンアウトの関連について検討す

ると，指導者や教員としての自己の役割を見出せなくなり，その心理状態で勤務することで



118 

 

バーンアウトに繋がることが示された．すなわち，顧問教員として自分らしく働いている者

や顧問教員として働くうえでの自分なりの考えを持っている顧問教員は，仕事に熱中して

いたり，仕事に対して心から喜びを感じている傾向にあることが明らかになった． 
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3．今後の課題と展望 

 

 

 本研究において，顧問教員を対象としたバーンアウトの抑制モデルを構築し，今後の

顧問教員のメンタルヘルス研究を実施していくうえで，新たな知見が示されたと示唆され

る．しかしながら，本研究には，研究上の限界と今後の課題も見受けられる． 

 

1）運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度について 

 

 本研究では，信頼性・妥当性を十分に有する運動部活動顧問教員アイデンティティ尺度

を作成し，基本的属性間での比較をすることで特徴を示すことができたと考えられる．しか

しながら，項目が 39 項目と多く，多忙な教員に回答してもらうにはより簡易的な尺度にす

る必要があるであろう．また，モデルの適合度が一部満たされなかったことや，クロンバッ

クのα係数が過度に高いことは，尺度の中に同意の項目が多数含まれているという指摘（小

塩，2009）がされていることから，調査対象者を増やして検証すること，および質問項目の

再検討など，今後，本尺度を援用したさらなる検討が期待される．地方大会に出場した部活

動を指導している顧問教員の人数が少なく，データが不十分であったため指導者アイデン

ティティに関して有意な差が認められなかった．したがって，指導者としての役割を強く認

識することが指導している部活動の競技成績に関連するといった結果においてさらなる検

討が必要である．さらに，これまで職業的アイデンティティは専門的力量の発揮（久冨，
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2008）や精神的健康状態（福永ほか，2019）の関連性が示されていることから，今後，様々

な関連要因との検討をする必要があるといえる． 

 

2）運動部活動顧問教員アイデンティティとバーンアウトの関連について 

 

 本研究では，横断的に運動部活動顧問教員アイデンティティとバーンアウトの関連性

を示すことができた．しかし，バーンアウトは中長期なストレス反応であるといわれている

（森，2007）．また，バーンアウトに陥ることで，運動部活動顧問教員アイデンティティが

低下するといった逆因果の可能性が考えられるが，本研究の結果は横断調査に基づく結果

であり，変数間の因果の向きについては，横断研究で検討することは困難である（太田ほか，

2014）ことが指摘されている．したがって，これらの指摘を解決するために今後縦断研究を

用いて検討していく必要があるだろう．また，顧問教員の役割（主顧問と副顧問）や外部指

導員の有無は，部活動の運営における負担が異なり，バーンアウトに関連する可能性が考え

られるため，今後部活動の運営形態に着目する必要があるであろう． 

 

3）職場内におけるソーシャルサポートの受領・提供について 

 

 本研究では，職場内の同僚との関係性に焦点を置いたソーシャルサポートに着目した

が，教員には家族や学校外の友人などを含む様々な関係性が想定され，今後包括的に検討さ

れることが期待される． 
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 教員を対象とした研究において，ソーシャルサポートの提供の研究は十分されておら

ず，第 2 章研究 1 で信頼性・妥当性が認められた尺度を使用し，今後さらなる発展をするこ

とが期待される． 

 ソーシャルサポートの受領と指導者アイデンティティの関連性について，指導者アイ

デンティティにのみ着目した先行研究（八尋ほか，2022b）と異なる結果となった．今後，

インタビュー調査などを実施し，さらに詳細なサポート内容を質的に検討する必要があろ

う． 

 

4）ワークモチベーションについて 

 

 本研究では，公立中学校を対象として調査を行い，競争，協力，学習，達成志向を持っ

て勤務している教員がいることが考えられた．しかし，学校の種類によっては教員のワーク

モチベーションが異なる可能性があるため，今後は小学校，高等学校，大学などで調査を行

い，学校種別にワークモチベーションの特徴を捉える必要があろう． 

 山田・長谷川（2010）によると，教員のアイデンティティは生徒に対する献身的な姿勢

や他者からの承認によって形成されると指摘されていることから，知識やスキルを身につ

け，それを活用し，生徒に献身的に教育・指導することや，他の教員から承認されることで

アイデンティティが形成されると考えられる．したがって，学習志向が間接的にアイデンテ

ィティの形成に繋がる可能性があるため，今後さらなる検証が必要である． 
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5）職場内におけるソーシャルサポートとワークモチベーションの包括的モデルについて 

 

本研究では，運動部活動顧問教員アイデンティティの形成に最も寄与しているのは達成

志向であったが，他の要因と大きな差は見られなかったため，今後，データを蓄積し，分析

することで違う結果が得られる可能性があるため，調査対象者を増やす必要があろう． 

ソーシャルサポートとワークモチベーションを同時に投入することで，第 2 章の研究 1，

研究 2 で有意であったパスが有意ではなくなったことから，これらの要因は並列関係では

なく，媒介関係となりうる可能性が考えられる．今後，質的な調査を実施し，顧問教員の人

間関係や支援のあり方に着目することが検討課題として挙げられる． 
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